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態 1 から次の状態 2，状態 3，状態 4 へ区分けして状態の変化ごとに，変数，戦略，組織間
関係の 3 要素の相互作用が順次どうであったのかを分析した． 
以下に結論を述べる．分類 1 では，①組織が持たない資本・資源を獲得して投資したと
きのリスクレベルの高低を評価し，リスクを判断した上でとるべき戦略を選択する． 
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1 みずほ情報総研：平成 26 年度製造基盤技術実態等調査（機能性素材動向調査）報告（2015）． 







































                                                   
3 丹羽（2006）；『技術経営論』PP.32-37． 












































 本研究では，便宜的に「市場と既存技術が存在する場合」を分類 1 とし，「市場が存在せ











士論文，（2014 年 3 月）． 
丹羽清（2006） 『技術経営論』 東京大学出版会． 
丹羽清（編）（2013）『技術経営の実践的研究: イノベーション実現への突破口』東京大学出
版会． 








第 2 章 本研究の視点と先行研究 
2.1 研究領域および本研究の視点 
技術経営論の構成を検討する．MOT は MIT の教育プログラムから発展した経営学の教育
プログラムであり，現在は Technology Strategy を重視している．日本では MOT を技術経営
と訳しているが，その解釈は多義にわたっている．丹羽（2006）は技術開発の枠組みとし
て，1. 技術戦略，2. 技術マーケティング，3. イノベーション，4. 研究開発，5. 技術








により経営と研究開発を行ってきていると考えられる．図 2.1-1 にこれらを並べて示す． 
 





丹羽清(2006) 『技術経営論』 東京大学出版会を筆者改編 























                                                   
6 吉野彰・宮本宏尚（2010）「リチウムイオン二次電池の開発事例に学ぶ技術・事業開発とリーダーシッ

















































9 例えば，経済産業省平成 24 年『蓄電池戦略』P.7 によれば，我国のリチウムイオン電池シェアが急速に
低下していることを特筆している． 


























































確実性の世界に整理している(『不確実性の経済学』第 1 章，図 1-1，pp.5)11．  
                                                   
11 酒井（1982），『不確実性の経済学』：本報告では，リスクはナイトおよびナイトを発展させた酒井の概
念に依拠する．酒井は「確実性の世界（図 3(A)）では，G(A)＝Y と表される関数関係が成立している．こ
れに対し，不確実性の世界（図 3(B)）では，G(A, S)＝Y と表される関数関係が成立する．ここで，A を行





図 2.2-1 酒井による行為と結果の関係を説明する図 
出典：酒井,1982, 第 1 章, 図 1-1, p.5 
 
酒井は Knight（1921）の提案したリスクと不確実性に関する定義を図 2.2-2 のように整










                                                   
 
(a) 確実性の世界             (b) 不確実性の世界  
 
 


















図 2.2-2 ナイトによるリスクと不確実性の概念 




図 2.2-3 酒井によるリスク概念の拡張と不確実性の位置 
酒井によるリスク概念の拡張と不確実性の位置（酒井(2012) 「フランク・ナイトの経済思
想」p16 図表 4） 
 













                  
 
 



































































                                                   









































































                                                   
15 鈴木(2009)品質 VOL.39, NO.3, PP.112-113：新商品開発力を包括的に測定する新商品開発スコアカード
NPDSC の調査結果に基づき，「製品の複雑性」「市場の不確実性」が新商品開発力に与える影響を定量的
に分析した． 
16 同上，P.118：表・5 および表・7 






とも一部合致する．この点については本研究の B 社メタル磁性粉事例でも言及する． 
p.116 において，新商品開発力の因子を抽出する手順を示し，「開発戦略・組織力」，「ツー























                                                                                                                                                     
INNOVATION SPEED”, IEEE TRANSACTION ON ENGINEERING MANAGEMENT, 49, 〔1〕, 2-12 
18 鈴木ら(2009)：第 1 因子は大項目 1 （開発休制）との結びつきが強く，また設計開発のプロジェクトマ
ネジメントやコンカレントエンジニアリングなど，新商品開発をサポートするための組織管理といった項
目とも関連がある．よって， この因子を「開発戦略・組織力」と名付けた．第 2 因子は，主に大項 H4 （ツ
ール・情報技術活用の仕方）との関連が強く，「ツール・IT 活用力」とした．第 3 因子は，大項目 3 （開
発パフォーマンス）との結びつきがあり，他にも生産技術力といった項目と関連性があることから，「開発
技術力亅とした． 
 また，「開発戦略・組織力」は「企画の質」や「新商品の質， ワクワク度亅に対し強い関連性を持つ． こ
れは，「開発戦略・組織力」の向上が高い品質を生み出すことにつながることを示すものと考えられる．同









resource Dependence Perspective on Intercorporate Relations”は Pfeffer ら（1978） が集大成し
たモデルである．Pfeffer らによる著書”The External Control of Organizations”の中心テーマは


















                                                   
19 山倉（1993）『組織間関係』P.35 から抜粋；「組織間関係」は組織と組織のつながりをいう． 
   (1) 組織間の取引/資源交換がある． 
   (2) さらに，取引を超えた組織間の共同行動や協同組織の形成も含む． 
   (3) さらに，組織間のパワー関係にも注目する． 
組織間関係の歴史は，ものの考え方「パースペクティブ」の変遷史，フレームワークを構築する歴史であ
り，パースペクティブは組織間関係をとらえる視点を与える．さまざまなパースペクティブが併存してい
るが，組織間関係を分析・説明する枠組みとして代表的なものは次の 5 つである． 
   ① 資源依存（RESOURCE DEPENDENCE PERSPECTIVE) 
   ② 組織セット(ORGANIZATION SET PERSPECTIVE) 
   ③ 協同戦略(COLLECTIVE STRATEGY PERSPECTIVE) 
   ④ 制度化(INSTITUTIONAL PERSPECTIVE) 
   ⑤ 取引コスト(TRANSACTION COST PERSPECTIVE) 
20 山倉は「パースペクティブ」という用語を「ものの考え方」を表す意味で用いている（p.33）．本研究で
は，以降特に必要がない限り「パースペクティブ」は用いない． 
21 Davis (2009) ; p.24, ”After an unfortunate period of dormancy, there is evidence that interest in resource 
dependence theory is on the rise. In some respects this is not surprising. The status of global affairs is markedly 
similar to the period in which Jeff Pfeffer conceptualized the theory -- economic crisis, dissatisfaction with political 
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Press． 
Wynne, Brian. 2001. “Managing Scientific Uncertainty in Public Policy”, background paper to the 
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opportune time for revitalizing resource dependence theory for a different economy.” 





会』Vol.17 No.1, 2007 
経済産業省 蓄電池戦略プロジェクトチーム（2009）『蓄電池戦略』，平成 24 年 7 月． 




『CRR Discussion Paper Series  J』． 
杉本篤信（2011）「不確実性の下での意思決定と期待効用仮説の一般化」 『経営情報研究』 
第 18 巻第 2 号(2011 年 2 月)，pp.75-91． 
鈴木定省（2009）「製品の複雑性と市場の不確実性をモデレータとする新商品開発力と経営










修士論文，（2014 年 3 月）． 







組み換え生物管理小委員会第 2 回会合(参考資料)，2001 年 11 月 21 日． 
三輪俊晴,青山英樹（2011）「不確実性を考慮した製品価値フロー分析を用いた製品モジュー
ル化手法の開発」『日本機械学会論文集(C 編)』,77 巻 282 号,p.384-395． 
山内恭久（1989）「メタル磁性粉を用いた磁気記録材料」 『Konica Technical Report』, Vol.  






第 3 章  研究方法および論証の方法 
3.1 研究方法と論証の方法 
3.1.1 仮説；変数，戦略，組織間関係の 3 つの要素の相互作用による分析 






















































































































ら次の状態 2，状態 3，状態 4 へ区分けして状態の変化（図 3.1-4，図 3.1-5）ごとに，変数，






















































































































確には予想できない状況を指す．以下では変数の不確実性を 4 つの区分で表した(表 3.1-1)． 

































































































































変数表示例(表 3.1-2A，表 3.1-2B) 
評価時点でのその時の評価レベル 
「よい」から「悪い」方の順に，○ △ × の 3 段階で位置づける 
 
市場，技術など将来を予測するときには， 
確率的状況は表 3.1-1 で示した概念を用いる 
1  不確実性が小さい     
2 経験的確率により予測可能 
3  不確実性が大きい  

























技術 × 3 
原料 × 
設備 × 














3.3 事例対象とした企業 4 社の歴史と特徴 














表 3.3-1 事例 4 社の合成酸化鉄研究開始年と事業化年 








創立 1938 年 1884 年 1823 年 1936 年 
資本金 29 億円 10 億円 75 億円 34 億円 
売上高 390 億円 483 億円 285 億円 63 億円 
研究開始 1964 年 1965 年 1953 年 1962 年 
事業化年 1971 年 1968 年 1960 年 1965 年 
＊売上高は各社 2016 年度 3 月期有価証券報告書による 
 
3.4 メタル磁性粉以外の機能性材料事例 
 メタル磁性粉以外の事例として，第 6 章ではメタル磁性粉の開発に挑戦した磁性酸化鉄
製造企業である戸田工業（E 社）のリチウムイオン電池用の正極材と同じく磁性酸化鉄製造









http://www.kantodenka.co.jp/03company/con05.htm (2017/1/27 閲覧)． 
久野誠一：「磁気記録用メタル磁性粉の開発と事業化」，『資源と素材』，Vol.111，No.12，
pp.214-220 (1995)． 
チタン工業社史編纂委員会：「チタン工業 60 年史」，(1997)． 
戸田工業：「彩磁記」 












































資源依存理論が成立したのは 1970 年代であり，A 社が復興をめざした 1947 年当時には組













4.2 関東電化工業（A 社）の歴史と概要  




























A 社社史により，自力開発ステージ１を起点として K 社との提携が終息するまでの A 社
の塩化ビニル事業戦略の実行とその経過を記述する． 

































した 1948 年から K 社への塩素販売が終了する 1970 年までの 23 年をステージとして状況の
変化の節目により(a)  ステージ１（1948-49 年），(b)  ステージ 2（1950-1952 年），(c)  ス
テージ 3（1953-57 年），(d)  ステージ 4（1958-63 年），(e)  ステージ 5（1964-70 年）の 5
つに区分した．また、事例における経営プロセスを分析するため，第 3 章の図 3.1-4 と図 3.1-5
に示したように変数によってある戦略を選択する前の状態とその実行の結果を受けた次の
状態というように特定の状態を設定した．なお，A 社の製品開発と資本提携の歴史を図 A-1
および図 A-2 として図示し，付録 1 とした．以下では，当初の自主開発戦略の挫折を経て，
K 社との協同事業へと修正した事象を組織間関係論と不確実性により考察する． 
 
表 4.2-1 A 社経営の各状態 
1. 塩化ビニル 1948-1970 年 
  状態 1 電解ソーダ事業基盤強化のため塩化ビニル戦略構想した 
  状態 2 塩化ビニル開発を開始したが，資本不足で中断 
  状態 3 K 社との提携戦略を立案  
  状態 4 K 社と資本，技術，資源による組織間関係を形成した状態 
40 
 
  状態 5 資本，技術，資源（塩素消費）を得て経営基盤が安定化 
  →塩ビ製法がカーバイド法アセチレンから石油化学プロセスへ変化  
  状態 6 塩ビ製法転換により K 社への塩素販売終了 
資源依存関係消滅，資本関係残存．業績は悪化した 
2. 有機合成化学 1952 年- 
  状態 7 経営基盤安定化により，有機合成化学事業が着実に成長 
  状態 8 古河系金融団による資本強化，組織間関係形成． 
       有機合成化学一層拡大により業績は安定化． 
3. 石油化学・水島進出 1967 年- 
  状態 8 古河系金融団による資本充足，有機合成化学業績安定 
  状態 9 第二工場戦略として水島進出を実行．立ち上げトラブルで経営悪化．  
  状態 10 トラブルによる業績悪化，投資額増加による資本不足． 
  状態 11 M 社と資本・技術・人的包括提携，組織間関係形成 
  状態 12 M 社との包括提携により業績回復 
  →国による電解ソーダ製法転換政策に対応し，A 社独自転換戦略 
  状態 13 M 社が一方的に提携を解消し，資本引き揚げ．M 社との組織間関係消滅        
  状態 14 資本不足，資金繰り悪化．組織間関係なし 
  状態 15 古河系列復帰，資本充足し，業績も回復． 
 
(a) ステージ 1  (1948-1949 年) 塩化ビニル自主開発戦略の実行と断念 
 
 
















順調に技術開発を進め，日産 40kg まで達成した．しかし，次の段階へ進めるためには 5
トンスケールの中間試験設備を必要とした．試験設備の設置には 5 千万円の費用が必要で







頓挫した塩化ビニルの事業化をどのように進めていったのか，組織間関係論的に分析する．   
上記の事象について，変数，戦略，組織間関係の相互の因果関係を図 4.3-2 に沿って記述








(b)  ステージ 1 からステージ 2 への移行；組織間関係の形成 









                                                   
23 宮本眞樹（2001）「塩化ビニル技術史の概要と資料調査結果」『国立科学博物館技術の系統化調査報告 













トを A 社の土地に建設，A 社は土地，建屋，ユーティリティー，要員を貸与するという内
容であった．相互に資源を依存しつつ塩化ビニル事業を共同で進める協同戦略関係を形成

























































図 4.3-2 塩化ビニル参入戦略の選択と中断 
 
塩化ビニル市場はすでに存在し，成長していた．確実に成長が予測できた．不確実性は


















           











図 4.3-3 協同戦略関係の形成 
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表 4.3-1 塩化ビニル事業に係る 2 社提携前の変数の相互の関係 
変数 A 社 関係性 K 社 
経営状況 苦しい A 社が依存 安定 
資本資源 資本不足 A 社が依存 ← 資金余裕あり 
資源 1 過剰塩素の処分 → 塩化ビニル原料 塩素入手困難 
資源 2 エチレンカーバイドなし 塩化ビニル原料 ← エチレンカーバイド製造 
資源 3 土地，建屋，人員提供 → 共同で建設 ← 工場建設資金提供 
資源 4 設備なし → 共同事業化 ← 設備なし 
資源 5 開発要員少ない A 社が依存 開発要員多い 
資源 6 自主技術あり → 共同開発  ← 独自技術 
 









       塩素処分 ＜資源依存＞ 塩素受入 
 
                   塩化ビニル    エチレンカーバイド産生 
       土地，建屋，ユーティリティー，要員 
 









図 4.3-5 操業開始後の組織間関係 
 





ここでは自力開発ステージ１から K 社と提携した状態のステージ 2 に至る移行期を中心
に，変数初期値－戦略－組織間関係の 3 要素の相互関係の変化に着目して，この間の A 社
の塩化ビニル事業戦略における組織間関係の変化を要約する．  
 
(c) ステージ 1 から 2 へ 変数がどのように組織間関係の形成を推進したか 
上記の経過の通り，A 社の資本の不足は A 社に塩化ビニルの共同事業化という協同戦略
関係を形成するように作用した．図 4.3-5 に示すように塩化ビニルに関して，原料資源と資
本資源が相互補完の構造にあり，協同戦略関係形成に適した組み合わせであった．そのた
め，1949 年の覚書により，A 社からは塩素の供給，K 社は塩化ビニル原料としての受入と
いう塩素による相互の資源依存および工場建設に関する資源依存を包括した協同戦略関係
を形成するように計画を進めた．1950 年には K 社は A 社の株式を多量に取得する形で資本
参加し，A 社は K 社に資本を依存する資源依存を形成することとなった．この提携により，
塩素供給源である A 社渋川工場内の土地に K 社により塩化ビニル工場が建設されていく． 
 A 社単独ではできなかった塩化ビニル事業を可能とするため，共同事業をめざす戦略を採
り，K 社と提携した結果，資源依存を形成することができた．結局，図 4.3-4 に示す相互補
完的構造が形成された． 
 建設費 7 千万円で渋川工場内に建設された塩化ビニルの試験工場は月産 5 トンの能力で
1950 年末に完成し，1951 年 2 月に運転を開始した．A 社は塩酸合成塔からの塩化水素を乾
燥ガスの状態で試験工場に送気した．渋川工場における塩化水素の供給は，K 社の塩化ビニ
ル製造法が EDC 法に変更されることによって，1970 年 4 月 30 日に終了するまで A 社の経
営の安定化に寄与することになる．以下，本節では塩素販売終了までの経過を示す． 
 
(d) ステージ 2 提携成立と工場完成まで 















表 4.3-2 塩化ビニル工場立ち上げ後の A 社の変数の変化 
 提携前 提携後 操業開始後 
経営状況 苦しい 改善の兆し 改善 
資本 不足 不足解消 不足解消 
資源 過剰塩素の処分 過剰塩素解決 塩素販売実現 
技術 自立開発 K 社主導 K 社主導 
設備 なし 建設開始 自社敷地に K 社工場 























































図 4.3-6 K 社との提携戦略選択 
 
図 4.3-6 に示すように，提携前の状態 3 では資本，技術，資源が不足していた．K 社は資
本，技術，資源として一方の原料をもっていた．K 社と提携すれば不足する資本，技術，資















図 4.3-7 ステージ 2 K 社（電気化学工業）との資本提携による資本改善効果 
 
(e) ステージ 3 工場完成後から操業安定化まで 
塩化ビニルの協同戦略関係を形成し，塩素の消化先となる塩化ビニル事業の実現を確実
なものとして実行することが可能となった．しかし，K 社は実際には共同事業とすることな
く，塩化ビニル事業は K 社の事業のままであった．A 社から塩素を供給し，K 社の塩化ビ
ニル事業の原料として受入という組織セット（図 4.3-8）として成立したものと考えられる． 
 
       塩素処分 ＜資源依存＞ 塩素受入 
 
塩化ビニル   エチレンカーバイド産生 
       土地，建屋，ユーティリティー，要員 
 







   塩素販売量増加                  塩化ビニル製造量拡大 
   経営状況好転 
















った．しかし，K 社は実際には共同事業とすることなく，塩化ビニル事業は K 社の事業の
ままであった．塩化ビニルの協同戦略関係は未達であった．塩素の供給と受入という組織
セットとして成立したものと考えられる． 











表 4.3-3 に示すように経営状況は改善していったが，A 社は資本依存関係に制約され，工










表 4.3-3  K 社塩化ビニル提携による各変数の変化（好転） 









経営状況 × △ ○ 
資本 × ○ ○ 
資源 × ○ ○ 
技術 △ ○ ○ 




(f) ステージ 4（1958－1963 年） 








K 社の塩化ビニル事業の拡大は A 社の塩素供給量の拡大に直結していた(お互いに資源依
存)ので，A 社は電解設備を増設していった．塩化ビニルを中心に有機合成化学を優先する
という政府の政策があり，供給が安定していなかった原料塩の優先割り当て制が実施され








結果となった．ステージ 3 に続き，金融機関による協調融資を得ながら K 社との関係が維



















































































図 4.3-9 K 社塩素販売安定化による経営基盤強化を経て塩素販売終了 
 














転換され，1970 年に K 社への塩化水素の販売は停止し，塩素による資源依存と組織セット
は消滅した(表 4.3-4)． 
 

























経営状況 × △ ○ ○ ○ × 
資本 × ○ ○ ○ ○→×→○ ○ 
資源 × ○ ○ ○ ○ × 
技術 △ ○ ○ ○ ○ × 
設備 × ○ ○ ○ ○ × 













































































経営状況は改善していったが，A 社は資本依存関係に制約され，工場も K 社の所有であ











表 4.3-5 塩化ビニル以外の有機化学品に関する変数の変化 


















経営状況 × △ ○ ○ ○ ○ 
資本 × ○ ○ ○ ○→×→○ ○ 
資源 × ○ ○ ○ △ ○ 
技術 △ △ ○ ○ ○ ○ 

























表 4.3-6 塩化ビニル事業に関する組織間関係の形成と推移 
  組織間関係の類型 
ステージ 時期 資源依存および制度化 組織セット 協同戦略 
  (3)資源(塩素) (3)資源(資本)   
ステージ 1 1948－1949 過剰塩素 資本不足  塩ビ事業 
移行期 1949 K 社へ供給 K 社資本 A 社と K 社 覚書交換 
ステージ 2 1950－1953 販売開始    
移行期 1953    協同は実現せ
ず，K 社事業 
ステージ 3 1953－1957    金融団   
ステージ 4 1958－1960        









表 4.3-7 塩化ビニル事業に関する変数の変化 
変数 ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3 ステージ 4 ステージ 5 
経営状況 悪い 好転兆し 改善 改善 安定後悪化 
資本 不足 不足解消 金融団増資 増強 M 社増強 
資源 塩素過剰 消化見込み 販売増加 販売順調 安定後終了 
技術 なし 改良 維持 維持 維持 
設備 なし 工場建設 設備拡張 安定 安定 
開発 単独開発 共同開発 K 社主導 K 社主導 K 社主導 
 
経営状況は好転していったが，A 社は脆弱であった資本を増強するため，金融団の融資に
よる増資を進めた．自律化指向へ調整のため K 社への資本依存の軽減を図るため，K 社以
外の金融団による融資獲得により，K 社への資本依存の軽減を図ったと考えられる．石油化



































経営状況 × △ ○ ○ ○ × 
資本 × ○ ○ ○ ○→×→○ ○ 
資源 × ○ ○ ○ ○ × 
技術 △ ○ ○ ○ ○ × 






表 4.3-9 塩化ビニル以外の有機合成化学品に関する変数 


















経営状況 × △ ○ ○ ○ ○ 
資本 × ○ ○ ○ ○→×→○ ○ 
資源 × ○ ○ ○ △ ○ 
技術 △ △ ○ ○ ○ ○ 




塩化ビニル終盤期の 1965 年に A 社は資金不足になった．計画していた増資ができなかっ
たため，水島コンビナートにおける建設費支払への資金需要を手当てできず，生保団から
のつなぎ融資でしのいだ．しかし，初代と 2 代目の社長が相次いで亡くなることで彼ら名
義の株式が K 社の所有となった．その結果，K 社の株式保有率が 26％に増加し，役員派遣
の要請を受けた．これは経営権掌握を意図するものであった．A 社はこの申し出を断ること
にしたが，主力金融団は K 社か M 社，または両社との連携を得ることを求めた． 
M 社を選ぶことは三菱系への移行とするもので，古河系としての支援は得られないこと
を意味した．古河系か三菱系かの選択を迫られた A 社は水島進出の重大性を鑑みて M 社と
の提携を決断し，1967 年に資本参加を得た．  
57 
 










塩化ビニル事業においては，A 社は K 社への資本依存関係に制約され，工場も K 社の所


































































表 4.4-1 シクロヘキサノン増設の視点による第二工場建設後の得失 
変数 1963 年状況 川崎案 水島案 






























投資額 21 億円 過大 
渋川分離，一貫工程 











部興産が引き受けていた．株主割当 5,000 万円の増資と合わせ，1956 年には新資本金は 1
億 5,000 万円となった．1960 年以降，宇部アノンは拡大していき，業績に寄与していた．






















                      (1)主水素源 





                          (3)水素案 A 
                                  (3)水素案 B 
 
 
                           空気分離酸素 
 






                    計画案 A 渋川       計画案 B 臨海 




























4.4.2 1960 年代，水島工場建設と渋川工場の体質転換生き残り 


























































A 社資料によると，水島へ進出するという経営戦略を選択した背景として，以下の 5 つを
挙げている． 





















申し入れた増資は実現できなかった．1960 年の生保 6 社による協調融資により一旦落ち着
いていたが，新増設による資金需要には不足した．生保以外にも資金調達先を確保する努
力を重ね，株式上場も果たした．しかし，増資が実現できなかったので，生保団に 10 億円，










































谷中社長 当初 経過後 







← 〇 ←  〇 
経営状況 順調拡大
〇 




〇 ← × ← × 〇 
設備 既存技術
確立 
〇 ← × ← × 〇 
開発 〇 〇 ← △ ← △ 〇 
市場 △ 〇 △ △ 〇 △ 〇 
企業とし








4.5.2 M 社との提携と水島進出選択 






年 11 月に A 社谷中社長と M 社佐藤社長が会談し，水島進出に合意した．1965 年に水島工










































































所が完成し，水島工場も第 1 期工事が 1965 年に完成し，必要とする資金は多かった．さら
に，水島工場の生産に向けてのエンジニアリングでは，時間不足のため中間試験設備を省
略して本設備の設計と建設を行った．そのため，本操業において問題が噴出することとな







社との縁が強い両名名義の A 社株が K 社所有に変更された結果，K 社による株式保有率が
26％となった．1966 年 8 月 K 社から役員派遣の要求があった．役員派遣要求は水島計画の
経営責任を問うことにより経営権を掌握する目的であった． 


















に発展する可能性を選択した．」と記載されている．A 社は M 社との資本・業務の包括提携
を選択した．A 社は業務提携と水島進出により関係が強くなっていた M 社との将来の発展
の可能性を重視した評価を行ったことになる． 































































図 4.5-2 M 社との提携戦略選択 
 
状態 10（図 4.5-2）では，水島進出・立上後は操業トラブルにより経営が悪化した．そこ




 1965 年～1975 年の 10 年間は M 社との提携関係を軸に他組織との関係が動いている．M
社との関係は 1975 年に M 社から一方的に資本関係を解消されたことのより消滅した．この
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間 1970 年には，塩化ビニル事業における K 社への塩素販売が終了したことで，K 社との関
係は資本関係のみとなった．A 社と多識との関係を図 4.5-3 に示した． 
1965 年～1975 年 M 社との提携関係（1975 年資本関係解消により消滅） 





M 社と資本提携(1967 年) 
 





























M 社支配；資本依存 朝日生命への資本依存維持 







M 社から A 社へ役員派遣 
①営業・業務・市場開発，②中央研究
所，③技術・研究開発総括の 3 名 
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4.6 三菱化成（M 社）提携解消と古河への復帰 
4.6.1 M 社との提携とその後の解消 


























































図 4.6-1 M 社包括提携とその後の電解ソーダ製法転換 
 









（6）政策による電解ソーダ製造方法の転換と M 社との提携解消 




金調達の支援を要請した．M 社は A 社の要請は受け入れず，信用保証も断った．A 社は M
社の保証なしに資金調達できる可能性はなかった．それでも，水銀法製法転換は政府行政
指導であったため，A 社は資金調達のめどなしに工事に踏み切った． 
これに対し，M 社は提携を解消し，資本を引き上げることとなった．1975 年 3 月，提携
解消の申し出を受け，4 月に保有株式をすべて放出した．資本金に対して過大な負担と M
社の資本引上げにより資金難に陥り，A 社は経営が行き詰った．5 月に定時株式総会で派遣
全役員引き上げられ，自力経営を存続できなくなった．M 社との資本依存関係は M 社側か





















































































(c)  ステージ 3（1953-57 年） 
A 社単独でできなかった塩化ビニル事業を可能とするため，共同事業をめざす戦略を採り，
提携先を探る中で塩素の供給先を探していた K 社と出会うこととなった．図 4.3-8 に示した
ように，A 社と K 社は塩化ビニル事業に対して相互補完の関係として組み合わせが最適で
あった．そのため，互いに持つ資源を持ち寄ることで合意した． 
K 社の資金で A 社工場敷地内に塩化ビニル工場を建設することができた．K 社は塩化ビ
ニル技術開発に苦労しながらも 1953 年に操業を開始した．その結果，A 社は塩素を販売す
ることになり，組織間関係論的には塩素の処分を依存する形の資源依存関係を形成するこ
とができた．K 社にとっては塩素という原料を A 社に依存する形での資源依存である． 
また，業務提携の一環として K 社による A 社株の大量保有という形態で資本の安定化が
図られ，資本による資源依存も形成された． 









































ステージ 3 からステージ 4 の組織間関係は塩化ビニル事業の原料である塩素の処分とい
う資源依存が支配的であり，同時に K 社への資本依存も大きなウエイトを占めていた．塩
化ビニル事業については，塩素供給という形で安定化し，経営の改善に寄与したが，組織










K 社か M 社，または両社との連携を得ることを求めた．M 社を選ぶことは三菱系への移行
とするもので，古河系としての支援は得られないことを意味した．古河系か三菱系かの選
択を迫られた A 社の谷中社長は水島進出の発展性を考慮し，M 社との提携を決断した．1963
年に水島進出を三菱化成(以下 M 社)と合意した．1967 年には資本参加を得た． 
水島コンビナート進出という決断により存在意義が低下した地方内陸型の渋川工場の生
き残りをかけた機能性材料事業をどのように動かしていったのか，そのプロセスを変数，




















全般的な考察と結論については，本章の A 社塩化ビニル事例と第 5 章の F 社メタル磁性













1）図 4.5-2 関東電化工業（F 社）の主要製品の製品開発と資本提携の歴史  
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第 5 章 機能性材料事例 1：分類 2 その 1 
－磁気記録用メタル磁性粉－ 
第 5 章の目的と概要 





市場と技術が存在しない場合を分類 2 とした． 





この章では，機能性材料の開発事例として A 社，B 社，E 社，F 社のメタル磁性粉事例
を取り上げる．各社の歴史的蓄積を確認した上でメタル磁性粉の開発経過を詳細に記述す





具体的には，第 4 章で取り上げた関東電化工業 A 社，8 ミリビデオ用微細メタル磁性粉
市場を制した同和鉱業 B 社，酸化鉄系磁性粉メーカーであった戸田工業 E 社および同じく



















































表 5-1 メタル粉関連 4 社の概要 
A 社  




創業 1884 年 
2006年ホールディ
ングス制移行 
E 社  
創業 1823 年 
設立 1933 年（S8） 
 
F 社 











28 億 77 百万円 
資本金 
10 億円 
資本金 74 億 77 百
万円 
資本金 
34 億 40 百万円 
売上額 
390 億 16 百万円 
(2016 年 3 月) 
売上額 
483 億円 
(2016 年 3 月) 
売上額 
285 億 10 百万円 
(2016 年 3 月) 
売上額 
63 億 05 百万円 
(2016 年 3 月) 
 親会社 
同和鉱業 
創業 1884 年 
小坂鉱山 
資本金 364 億 37
百万円（2016 年 3
月末） 
4065 億 98 百万円
(2016 年 3 月) 
  

























編纂委員会 2000，久野誠一 1995（同和鉱業），チタン工業社史編纂委員会 1997，戸田工
業）．機能性材料事業以前の各社の状況を踏まえ，メタル磁性粉の開発・事業化に関する経
営行動を比較した． 




先行した関東電化工業（A 社），後に 8 ミリビデオ用磁性粉でトップに立つことになった同
和鉱業（B 社），さらに酸化鉄の草分けである戸田工業（E 社），酸化チタンの副生硫酸鉄を
利用する酸化鉄を成功させたチタン工業（F 社）など多くが競争を繰り広げた経緯がある25．
                                                   
25 筆者補足；水溶液中でゲーサイト等の含水酸化鉄を合成し，その後乾式工程により合成酸化鉄を製造






























3 2 4 
VTR 
８ミリビデオテープ 
１ 2 3 4 1 n n 
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表 5-2 に各社がメタル磁性粉の研究を開始した年と量産事業化を実現した年を記す． 










創立 1938 年 1884 年 1823 年 1936 年 
資本金 29 億円 10 億円 75 億円 34 億円 
売上高 383 億円 483 億円 285 億円 63 億円 
研究開始 1974 年 1978 年 1977 年 1977 年 
事業化 1978 年 1983 年 不明 なし 
＊売上高は各社 2015 年 3 月有価証券報告書による 

















































5.1.1 1980 年頃の記録メディアの状況 
まず，メタル磁性粉の開発の前提となるそれ以前の磁気記録メディアの状況を述べる．8
ミリビデオに先行するビデオ技術は，1970 年に発表された U マチックビデオから 5 年経過
した 1975 年にソニーがベータフォーマット β マックスを発売し，1 年遅れの 1976 年に松










に大いに寄与した．なお，磁気テープの国内生産数量のピークは 1990 年であった． 
酸化鉄系の磁性粉を用いるビデオテープが発展を始めたその時期に，早くもベータに続




開発が始まった（ソニーホームページ ソニー History, 第 3 話）． 
1977 年にソニーの盛田が次世代高密度磁気記録の開発を命じたことから，8 ミリビデオ
の開発が始まり，ソニーが主導する 8 ミリビデオ用のメタル磁性粉の開発も同じ時期に開






て水素還元により得られた金属 Fe を主成分とする針状形状の物質であった． 
この流れを受けて，多数の素材メーカーがメタル磁性粉の開発に参入することとなった． 
 
表 5.1-1 メタル磁性粉を用いる磁気テープの業界動向 
1974 年 富士写真フイルムがボロハイドライド法による金属鉄磁性粉を発表 
1978 年 3M 社がオーディオメタルテープを発表 
1980～1981 年 カメラ一体形 VTR の試作品提示 
5 社（ソニー，松下，日立，日本ビクター，フィリップス） 
1982 年 5 社共同提案「カメラ一体形 VTR“8 ミリビデオ”の新フォーマット案の骨子」 
1982 年 8 ミリビデオ懇談会の設立（3 月 19 日）  
1983 年 8 ミリビデオ標準化規格成立（3 月 28 日） 
1985 年 ソニーから CCD-V8 発売 
1986 年 ソニーハンディーカム発売 
1989 年 ソニー CCD-TR-55 発売． 
1989 年 ソニー メタル蒸着 8 ミリビデオカットテープ"Hi8ME"発売 
1989 年 ソニー 垂直磁気記録メタル塗布型 8 ミリビデオカセットテープ"Hi8MP"発売 













処理が可能である．メタルテープについて 1971 年－2015 年までの出願件数を整理した．
検索語により材料関係に限定すると，全体で 1399 件の出願があり，富士フイルム 516 件，
日立マクセル 150 件，ソニー107 件，同和鉱業系（B 社）31 件，戸田工業（E 社）17 件，

















5.2 関東電化（A 社）メタル粉事例 
5.2.1 A 社の酸化鉄系素材事業への参入と展開 
＜酸化鉄の研究＞ 











                                                   
26 株式会社 VALUENEX（旧創知）が開発した「Cluster Map Viewer」による分析を依頼した． 

















る．渋川は 1965 年のピーク後は減少一方であり，1971 年にはトリクロルエチレンの生産
は水島に集約された．そこで，渋川工場の位置づけをどうするのかが再度問われるべき経
営課題であった． 





















































  三菱化成との資本提携 
 







図 5.2-1 開発における制度化形態利用の構図 
 


































森下弁柄工業 3 社を A 社主導で資本提携し，経営を統合し，A 社本体への負担とリスクを
軽減した． 
1971 年 日本酸化鉄工業設立 
1974 年 日本酸化鉄工業，森下弁柄販売，森下弁柄工業合併を主導 











急拡大し，戸田工業は昭和 34 年に利益のピークを迎え，フェライト材料のシェアは 90％ま
で成長している．戸田工業は昭和 34 年に月産 300 トンの設備増強を行った．ところが，昭
和 30 年代後半になると，新規参入が相次ぎ，価格競争の結果，販売量は伸びても，売上高
の伸びは以前ほど期待出来ない時代になっていった．」と書かれている．また，チタン工業
においても，戸田より遅れたものの 1964 年（昭和 39 年）5 月に合成酸化鉄工場の建設を
始め，1965 年 4 月には月産 300 トンの操業を開始した． 





























一方，前述したように昭和 34 年にはすでにフェライト用に市場が拡大していた．A 社の
酸化鉄開発が完了した 1968 年は，すでに戸田工業（1959 年）とチタン工業(1964 年)が相
次いで月産 300 トンの設備増強を行った後のことである． 
なお，後に 8 ミリビデオでトップに立つ B 社の高品位酸化鉄は，未利用資源として廃棄さ
れていた硫化鉄鉱を活用する研究として始まり，1968 年（33）には月産 430 トンの生産を
開始し，主として同和鉄粉へ出荷している． 
同和鉱業岡山工場の報告（日本鉱業会誌）によると，メタル粉で先行する A 社を後に 8
ミリビデオの市場で凌駕することになるB 社も 1965 年(40)に酸化鉄の量産化の開発研究を
始め，開発開始 3 年後の 1968 年 4 月には，高品位酸化鉄月産 430t の商業ベースによる生
産を開始した．製品は主としてグループ内の同和鉄粉へ出荷された．フェライト磁石用酸
化鉄ならびに粉末冶金用鉄粉原料として研究を継続し，販売面では着実に市場を拡大する
ことに成功した結果，1970 年 10 月には月産 2,500t の生産設備が完成した事実がある．B
















し，1972 年(47)5 月から塩素法高純度酸化鉄の生産を開始した．しかし，3 年経過しても日
本酸化鉄の生産は半分以上が販売価格の低い顔料用という状態から抜け出せず赤字が重な
った．そのため，1975 年(50)に日本酸化鉄を森下弁柄販売とともに森下弁柄に吸収合併し，






















































の供給を E 社に依存．E 社側もテー
プメーカーに製品機能性の評価情報
入手先として依存． 






























5.2.3 A 社のメタル粉 
(a) メタル粉の開発構想と開始決定判断 















後に 8 ミリビデオ用メタル磁性粉で市場を制する B 社がメタル粉の開発を開始したのが





く，量産化についてのリスクは酸化鉄専業の E 社と F 社よりも小さかったと推論できる．
























表 5.2-1 メタル粉開発参入の代表的企業の特許出願件数推移 
－緑は開発期間，黄色は事業化期間－
A B C D E F
西暦 関東電化 同和系 三井東圧 東ソー 戸田工業 チタン工
1971 0 0 0 0 0 0
1972 0 0 0 0 0 0
1973 0 0 0 0 0 0
1974 0 0 0 0 0 0
1975 0 0 0 0 0 0
1976 0 0 0 0 0 0
1977 0 0 0 0 0 0
1978 0 0 0 0 0 0
1979 0 0 0 0 0 0
1980 0 0 0 0 0 0
1981 0 0 0 0 0 0
1982 1 0 3 0 3 0
1983 0 0 0 0 2 0
1984 0 0 3 0 3 0
1985 0 0 2 0 0 0
1986 0 0 1 0 0 0
1987 0 0 1 0 0 0
1988 0 0 0 1 0 2
1989 2 0 0 1 3 0
1990 0 0 1 0 3 0
1991 2 0 0 0 0 2
1992 3 0 1 0 0 0
1993 1 8 0 0 0 0
1994 0 0 1 0 0 0
1995 0 0 0 0 0 0
1996 0 2 0 0 2 0
1997 0 1 0 0 1 0
1998 0 2 0 0 0 0
1999 0 2 0 0 0 0
2000 0 0 0 0 0 0
2001 0 0 0 0 0 0
2002 2 0 0 0 0 0
2003 0 2 0 0 0 0
2004 0 4 0 0 0 0
2005 0 1 0 1 0 0
2006 0 5 0 0 0 0
2007 0 1 0 0 0 0
2008 0 0 0 0 1 0
2009 0 1 0 0 0 0
2010 0 1 0 0 1 0
2011 0 1 0 0 0 0
2012 0 0 0 0 0 0
2013 0 0 0 0 0 0
2014 0 0 0 0 0 0
2015
1971-1995 9 8 13 2 14 4
1971-2014 11 31 13 3 19 4
 




1978 年 6 月に 3M 社が試作品オーディオメタルテープを発表した．A 社は量産化準備を済
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ませていたので，発表後すぐ 9 月に 0.5 t/M，10 月に 7 t/M の生産設備を増設した．A 社は
メタル量産化の最初の企業となった． 
1979 年にはそれまで引き合いのなかったメタル粉に引き合いが殺到した．1kg が 3 万円
という高価格を設定し，その価格でも販売できた．この頃，コバルト・ガンマ酸化鉄は 1,500





成長部門にする方針とした．1977 年度にフッ素系，鉄系の売り上げ合計が 4 億 3,000 万円





















形成した A 社の戦略が実ったと見ることができる． 







































に大きな投資を行うことは A 社と異なり，リスクが大きかったと考えられる． 

















A 社 1 社のみがメタル磁性粉を供給できていた時には，テープメーカーは供給を A 社に
依存する関係しか選択できなかった．しかし，B 社の登場によりこの製品の供給を媒介とす
る資源依存関係は終結した．B 社の登場後に A 社が採り得る戦略は通常の競争を行うこと
しかなかった．A 社は資源として資本，人材，技術的蓄積において B 社より劣位であった




5.3 同和鉱業（B 社）メタル粉事例 
5.3.1 B 社のメタル粉の概要 
A 社に比べると B 社のメタル粉参入は 4 年遅かった．しかし，1983 年に高密度磁気記録
に適した微粒子メタル粉 2 の量産化を実現した．ソニーが販売を目標とした 1985 年の 8 ミ
リビデオ（CCD-V8）発売時にメタル粉 2 の量産品採用という目標を設定し，その目標に向
けて戦略的な技術開発と生産体系の構築を進めたことが，同社久野（1995）の報告29により










磁気テープが壊滅した．また，8 ミリビデオは VHS ビデオに置き換わることなく，小さい





1980 年代に富士フイルム，日立マクセル等テープメーカーから 0.1μm の粒子径(長軸方
向)を要求され，各社は大変な努力を重ねたが，1990 年頃は事実上 0.2μm が限界であった．
しかし，B 社は現在では 0.03μm の超微粒子メタル粉の開発に成功している． 




係る B 社の一連の経営について検討する． 
 
5.3.2 酸化鉄とメタル粉に係る同和鉱業（B 社）の歴史 
メタル磁性粉は同和鉱業（B 社とする）として開発と事業化を行っている．現在は，DOWA
エレクトロニクスがメタル磁性粉の事業を実施している．現 DOWA エレクトロニクスの親
                                                   
29 久野誠一（1995）「磁気記録用メタル粉の開発と歴史」『資源と素材』第 111 巻 No.12，1-7 頁 
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会社は DOWA（以前の同和鉱業）であり，創業は 1884 年，小坂鉱山の開発に起源をもつ．
藤田組，鉱山事業として 1884 年（明治 17 年），明治政府からの小坂鉱山(秋田県鹿角郡)払
い下げに始まる．DOWA は，2006 年にホールディングス制へ移行し，資本金 364 億 37 百
万円（2016 年 3 月末），売上額 4065 億 98 百万円(2016 年 3 月)である．B 社のメタル磁性








1968 年 4 月には，高品位酸化鉄月産 430t の商業ベースによる生産を開始し，製品は主
として同和鉄粉工業(株)へ出荷した．フェライト磁石用酸化鉄ならびに粉末冶金用鉄粉原料
として研究を継続し，販売面では着実に市場を拡大することに成功した．1970 年 10 月に
は月産 2,500t の生産設備が完成した． 
原田（1981）に記載されているように，岡山製錬所の製造工程は多岐にわたる製錬技術
から構成されており，新たな金属鉄系微粒子であるメタル磁性粉の製造に関連する要素技
術を十分有している．また，DOWA エレクトロニクス31の沿革および系列の DOWA・IP ク
リエーションの沿革によれば，1960 年に同和鉱業株式会社において鉄粉製造工業化研究が
始められ，1965 年 には同和鉄粉工業株式会社が設立され，鉄粉の製造を開始した．その











おり，2001 年に 0.04 マイクロメートル（1 マイクロメートルは 0.001 ミリメートル）の超
                                                   
30 原田謙三（1981）「岡山製錬所の最近の操業について」『日本鉱業会誌』第 97 巻第 8 号，214-220 頁 
31 DOWA エレクトロニクス http://www.dowa-electronics.co.jp/function/metal_powder.html  




トル（1 ナノメートルは 0.001 マイクロメートル）の超微粒子メタル粉の開発にも成功して
いる（DOWA エレクトロニクスのホームページ）． 
 
5.3.3 B 社のメタル粉 
 B 社は A 社より後発であったにもかかわらず 8 ミリビデオ用以降のメタル磁性粉を制覇
した．その B 社の技術論文（久野 1995）によれば，文字通り要素ごとに調べつくすような
実験を行い，開発したメタル磁性粉の種類が 1995 年の時点までに 1 万種類以上になったこ
とを記している．F 社が蓄積した実験に基づく情報量はきわめて多い． 





1985 年にはすでに B 社はメタル磁性粉の特性を制御する要因を広範に整理していた上，
製造技術と製造設備もシステムとして完成し，さらに評価技術も確立していた． 




ソニーが 8 ミリビデオを発売すると宣言した 1985 年までに A 社と B 社そしておそらく
D 社の 3 社が生産体制を整えて，量産化を準備していたわけである．久野（1995）によれ
ば，特に B 社は 1985 年の 8 ミリビデオ販売をターゲットとして，総合的な戦略として，
量産化のために設備をスケールアップしたことが分かる． 
 





                                                   










表 5.3.—1 に 8 ミリビデオの動向と B 社の生産能力の推移を年順に並べて比較した．B 社
の開発はメタル磁性粉そのものの材料開発を軸とするものと工学的に量産化をめざす生産
技術の体系的な開発を軸とする 2 次元的な戦略が明確に見てとれる． 
久野（1995）の「5.同和鉱業のメタル粉」の材料技術開発を参照すると，全社戦略とし
てきわめて体系的に技術要素を解明することで精緻なメタル磁性粉の技術を構築している．






の 3 軸を 3 次元的に埋めていく組織的活動と戦略が有効であったことが分かる．その大規
模な開発活動には，プロジェクト以外の社内人材も含めて少なくとも 50 人～100 人程度の
マンパワーと数十億円規模の資金を投入することが必要であったと推測される． 
 しかし，B 社経営陣は自社の技術的蓄積，人材，原材料，資本などの資源の状況であれば，






また，総合化学の D 社は B 社と同規模のマンパワー投入と設備投資を行っており，要求






表 5.3-1 8 ミリビデオの動向と B 社の生産能力の推移 
8 ミリビデオの動き 西暦 B 社 
  1971   
  1972   
  1973   
  1974   
  1975   
  1976   
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  1977   
3M 社オーディオメタルテープの発売 1978 メタル粉開発開始 
  1979   
ソニーCCD8 ミリを NY で発表 1980   
  1981 設備スケールアップ小規模 
8 ミリビデオ懇談会発足 1982 設備スケールアップ中規模 
8 ミリビデオ規格統一 1983 プラント完成，15ｔ/M 
  1984   
ソニーCCD-V8 発売 1985 25ｔ/M，メタル粉 2 販売 
ソニーハンディーカム発売 1986   
  1987   
  1988   
ソニーCCD-TR-55 1989 生産能力 75t/M 
  1990   
  1991 生産能力 125ｔ/M 
  1992   
  1993   
  1994   
  1995 生産能力 175ｔ/M 
  1996   
  1997   
  1998   
  1999   
データストレージ用 LTO の登場 2000   
  2001   
  2002   
  2003   
  2004  （A 社がメタル粉撤退） 
Hi8 小さい市場でピークアウト 2005   
富士 Hi8 販売終了 2006   
  2007   
ソニーCCD-TRV26 出荷終了 2008   
  2009   
  2010   
  2011   
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  2012   
  2013   
  2014   
  2015   
 2016  





5.4 戸田工業（E 社）メタル粉事例 
5.4.1 E 社の概要 
E 社の創業は江戸時代の 1823 年に遡る．会社としての設立は 1933 年である．資本金は































































ープとして好評であった．昭和 30 年代後半になると，F 社など新規参入が相次ぎ，価格競
争の結果，販売量は伸びても，売上高の伸びは以前ほど期待出来ない時代になっていった
と書かれている．しかし，第 20 回 MRM-400 〜テープ材の開発（その 2）〜に書かれて
いるように，MRM-400 がオーディオ特性を高く評価された．1973 年 TDK からコバルト・
                                                   








の SA 磁性粉が「アビリン VTR 用テープ」に採用されている．1978 年以降はビデオの普及
に伴い，SA 磁性粉は，販売量が激増した．オーディオテープ用としても販売され，相次ぐ
生産ラインの増設にもかかわらず，生産が追いつかない状況であった． 







の市場は VHS の規模に拡大することはなかった． 
 
5.4.3 E 社のメタル粉 
E 社のメタル粉については，1977 年頃参入している．しかし，A 社と B 社に量産化を先
行され，事業化には至らずに一旦開発から撤退した．後述の F 社と同様に水素源を持たな
いため，コスト的に採算が取れなかったものと推測される．メタル粉については，公開情





例えば，特開 2010-098071（出願日 2008 年 10 月 15 日），特開 2012-36489（出願日 2010
年 8 月 11 日）などが見られる．同社ホームページには現在再びメタル系磁気材料として紹
介されている．  













5.5 チタン工業（F 社）メタル粉事例 
5.5.1 チタン工業（F 社）の創立経緯 
チタン工業社史によれば，酸化チタンはノルウエーで研究と開発が行われ，1918 年にチ
タン白顔料の製造が始まった34．以下同社社史により草創期の経緯を記す． 
1934 年 戸畑鋳物株式会社の会長藤田は宇部市を訪問し，酸化チタン工場の立地調査 
1935 年 地元の沖の山炭鉱株式会社との間に用地の賃借と給水に関する覚書を交換 
1936 年 チタン工業株式会社と日本硫酸株式会社の宇部工場共同の起工式 
1938 年 6 月 全面操業を開始35 






商工 3 省の大臣に提出し，復興をめざした．1949 年には，生産を再開した．昭和 20 年代
後半には，主要 7 社酸化チタンメーカーが揃い，激しい販売競争が展開されていったこと
が記載されている（F 社社史 p.76）．この状況は前記 A 社（関東電化工業）と同様である． 
昭和 30 年代の生産動向で注目すべきは，硫酸法に加え，塩素法が登場したことおよび塩
素法登場によりそれまで主流であったアナターゼ型に加え，ルチル型酸化チタンの生産が
本格化したことである．特に，参入の機会をうかがっていた石原産業が 1954 年に月産 500
トン，1956 年には月産 2000 トンの生産設備を整え，設備が大規模であるとともに積極的
に塩素法の技術を導入し，日本の酸化チタン事業を主導する企業となったことである（F 社
社史 p.101, p.108）． 
 
                                                   
34 チタン工業社史編纂委員会編（1997）「チタン工業 60 年史」p.5-17，チタン工業編纂から抜粋する
と「1908 年ノルウエー政府はイルメナイト鉱石の用途開発に補助金を与え，研究を開始した．1914 年に
硫酸処理法により二酸化チタニウムを分離することに成功した．1918 年にチタン社が創立され，チタン白
顔料の製造が始まった．第一次世界大戦後の 1920 年代から 30 年代にかけて，酸化チタン産業はナショナ
ル・レッド社(米)，IG ファルベン社(独)，ICI(英)など欧米の企業を中心に展開され，国際チタンカルテル







35 チタン工業 60 年史，p.39「ドイツ人技師の技術的管理により，順調に生産が進んだ．同じ時期に酸化
チタン製造に挑戦した国内他企業は難渋している．しかし，合成酸化鉄の製造を始める 1963 年まで，副生
硫酸鉄は廃棄物として，処分に長く苦労している．」「宇部工場は月産 150 トンで設計されていた．1939 年



























コロンビア・カーボン社（CC 社）技術提携に係る主要事項の経緯（F 社社史 p.125-129）
を以下に示す．比較的短期間で設備と工場を建設できた．技術と設備仕様を導入したので，
時間をかけて開発する必要がなかったと考えられる． 
1962 年 東証 2 部上場 
1962 年 12 月 コロンビア・カーボン社（CC 社）と技術援助契約調印 
1963 年 11 月 合成酸化鉄製造工場建設のため，矢田義男渡米調査． 
1964 年 5 月 合成酸化鉄生産設備建設に着手 
1964 年 11 月 吉田，杉山製造技術研修渡米 









1963 年 フィリップスがコンパクトカセット発表 
1965 年 6 月 F 社 30t/M の磁性酸化鉄工場新設 











5.5.6 F 社コバルト･ガンマ酸化鉄磁性粉の開発 
この頃，工業的に高性能･高品質のコバルト･ガンマ酸化鉄を製造できる企業は E 社と F
社の 2 社であった．この 2 社以外に高品質の磁性酸化鉄を製造できる企業はなく，各テー
プメーカーに対し価格交渉力を持っていた．コバルト・ガンマ磁性酸化鉄はベータ方式と














5.5.7 F 社のメタル粉 
(a) F 社のメタル磁性粉の経緯 











業化から撤退した．この開発期間を環境の変化により時期を 4 つに区分して記述する． 
 表 5.5.6-1 に開発と事業化に影響すると推定される要素をあげ，水準を 3 つに区分して時
間の経過による変化を表示した． 
業務提携先との関係強化を目的とする場合や経営状態が悪いために金融機関からの増資






の実情に応じた資本を保有することができていた．復興後の資本金増額の推移は F 社の 80
周年記念サイト36の年表で確認でき，順調に増資できている．資本状況は下表では問題ない
レベル（○と表示），やや不足あるいは不十分なレベル（△と表示），決定的に不足または無







                                                   
























がって，上記を表に反映すると表 5.5.6-1 のようになる．F 社の経営状態と資本はメタル磁
































表 5.5.6-1 F 社のメタル磁性粉開発に係る独立変数の状況 
 ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3 ステージ 4 
 
1978 1982 1986 1989 
経営状態（業績等） ○ ○ ○ ○ 
資本 ○ ○ ○ ○ 
技術 △ △ × × 
原料 × × × × 
設備 × △ × × 
 
表 5.5.6-2 開発の際に判断するメタル磁性粉市場の不確定要素（各時点での予測） 
 ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3 ステージ 4 
 
1978 1982 1986 1989 
メタル粉の将来性 ○ ○ △ × 
メタル粉用途フレキシビリティ × × × × 
メタル粉市場実現可能性 ○ △ ○ ○ 
メタル粉市場規模 ○ △ △ △ 







(b) ステージ 1 メタル磁性粉の開発開始と初期 1978 年～1982 年 












一方，第 4 章塩化ビニル事例で取り上げた A 社は磁性酸化鉄市場参入をあきらめたこと
を契機として，1974 年にメタル磁性粉の開発を始めており，しかも量産化を前提とした試
作設備も 1975 年には整備していた．F 社の参入はそれほど遅くないと見ていたが，実際は
そうとう遅れていたことが今回の研究により明らかになった．また，B 社はメタル粉の開発




保されており，実験室レベルでの資金的制約はなかった．F 社では 1977 年に磁性酸化鉄研
究部門の中のグループの一つがメタル磁性粉の研究と開発を担当することとなり，1978 年
から研究開発部の正式なテーマとして研究開発を開始した．ただし，開発予算に制約はな
かったもののあくまで F 社の規模に応じた額であり，大企業であった B 社，C 社，D 社に
比較すると人数と絶対額はおのずと少ないものであった． 
業界の情報は業界紙や技術雑誌による公開情報と顧客や商社などからの人的つながりか































































































































B 社は A 社より後発であったにもかかわらず 8 ミリビデオ用以降のメタル磁性粉を制覇
した．その B 社の技術論文によれば，文字通り要素ごとに調べつくすような実験を行い，
開発したメタル磁性粉の種類が 1995年の時点までに 1万種類以上になったことを記してい
る(久野 1995)．これに比較すると F 社の作製した試作サンプルの種類は圧倒的に少ない．F
社の実験においては数人という人数に対し開発費用の不足を感じることはなかったが，数
人のマンパワーで 10 年の期間で 1 万種類以上の試作を行うことは不可能である．F 社が蓄
積した実験に基づく情報量はきわめて多い．投入したマンパワーと資金は A 社，E 社，F






















表 5.5.6-3 磁性酸化鉄とメタル粉の工程要素の比較 
工程大分類 ガンマ磁性酸化鉄 Co 変性ガンマ磁性酸
化鉄 































乾式工程 α 化脱水処理 
↓ 
α 化脱水処理 α 化脱水処理 
乾式工程 Fe3O4 化水素還元 
↓ 





























ステージ 1 における F 社の経営戦略と判断に関する推論 
 1979 年には共同事業化を念頭に置いて，総合化学の C 社と情報交換を行い，焼結防止処
理を行った F 社のゲーサイトを C 社の実験炉での還元を試みた．しかし，C 社の事業規模
に対して，メタル磁性粉の市場規模は小さいと判断したようであり，明確な応答のないま
ま推移した．その後も C 社は事業化を進めることはなかった． 
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 C 社との接触の後，関東地区のある中堅化学系企業 X 社がメタル磁性粉用の事業化を進
めており，水素還元炉を新設したとの情報を営業部員がもたらした．数 kg スケールの還元
量の流動層炉は完成し，生産能力 10t/M の流動層炉を建設中であるとのことであり，還元

















































































































































図 5.5-4 H 社と還元委託を解消 
 























































X 社との共同事業は行き詰まりを見せ，X 社との共同事業を中止した．その後，1982 年






(c) ステージ 2 1982 年～1985 年 8 ミリビデオ用開発 0.2μm と 0.1μm  
 
表 5.5.6-4 F 社におけるメタル磁性粉技術開発の経過 
1982 年 2 月 ビデオ用開発目標として保磁力 1400～1600(Oe) 
1982 年 8 月 0.4μm（保磁力－粒子径の自社データから設定） 
1983 年 2 月 2kg スケールの還元炉を自社工務部で製作 
1983 年 7 月 0.2μm（MX,SMP 情報） 
1983 年 8 月 0.1μm 目標へ（MX,SMP 情報） 
原料合成から気相酸化，シート評価まで一連の全工程をほぼ確立 
   アルカリ法ゲーサイトでほとんどの操作因子は明らかになった． 
   ただし，現在から判断すると時期的には出遅れていたことが分かる． 
1kg サンプル試作設備も未整備であった 
焼結低減に必要な炉形式を考察し，実験室の炉形状を縦型に変更した． 


















































































































図 5.5-6 F 社ステージ 2，1982-85 年 
－0.1μm 目標で 8 ミリビデオ開発に集中－ 
 

















サイトを作りやすい反応条件で 0.6μm から 0.2μm 付近まで粒子径が小さくなるに従って，
保磁力が 1650(Oe)近傍まで直線関係で増加する」傾向であり，保磁力は粒子径によりほと
んど一意的に定まることが，この 4 年の間のデータ蓄積により判明していった．なお，補























 1982 年にオーディオ用メタル磁性粉は市場の成長が不透明という理由により，N 社へ還
元を委託する共同事業化を中止した．その後，6 ヵ月間開発を休止した後，新たにビデオ用
メタル磁性粉を目標として再開した．1984 年にも粒子径を 0.1μm を要望された際に 4 か月
間開発を中断し，技術的可能性を検討した．しかし，この時も磁性酸化鉄の有力顧客から
磁性酸化鉄のトップメーカーとして開発を要望する声に押されて，開発の再開を決断した． 
 この頃，VHS を軸にビデオテープの販売量は飛躍的に増える状況にあり，それにつれ F
社の磁性酸化鉄は好調を極め，売上額は急激に増大するなど経営状況は良好であった．1978






ステージ 2 における経営資源 




















であるが，1985 年にはすでに B 社はメタル磁性粉の特性を制御する要因を広範に整理して
いた上，製造技術と製造設備もシステムとして完成し，さらに評価技術も確立していた． 












表 5.5.6-5 磁性酸化鉄とメタル粉の工程要素の比較 
工程大分類 ガンマ磁性酸化鉄 Co 変性ガンマ磁性酸
化鉄 































乾式工程 α 化脱水処理 
↓ 
α 化脱水処理 α 化脱水処理 
乾式工程 Fe3O4 化水素還元 
↓ 

































後から過去を調べると，ソニーが 8 ミリビデオを発売すると宣言した 1985 年までに A
社と B 社そしておそらく D 社の 3 社が生産体制を整えて，量産化を準備していたわけであ
126 
 
る．久野（1995）によれば，特に B 社は 1985 年の 8 ミリビデオ販売をターゲットとして，
総合的な戦略として，量産化のために設備をスケールアップしたことが分かる． 
B 社の開発はメタル磁性粉そのものの材料開発を軸とするものと工学的に量産化をめざ
す生産技術の体系的な開発を軸とする 2 次元的な戦略が明確に見てとれるものである． 
久野（1995）の「5.同和鉱業のメタル粉」の材料技術開発を参照すると，全社戦略とし
てきわめて体系的に技術要素を解明することで精緻なメタル磁性粉の技術を構築している．



















(d) ステージ 3 1986 年～1988 年  
ステージ 3 における経営状況と他組織との関係 
 F 社の経営は VHS を軸にビデオテープの販売量は飛躍的に増える状況にあり，それにつ
れ磁性酸化鉄は好調を極め，売上額は急激に増大するなど業績は良好であった．メタル磁
性粉の開発を開始した 1978 年に 52 億円であった売上高は 1988 年には 143 億円，経常利


















ントから量産プラントまで完備していたので，B 社に比較すると F 社は劣勢であったこと
が分かる．このことは，本研究の事例調査で明らかになったことである． 




－50Co 合金組成で 500 円/kg という製品はコスト的に不可能であった．B 社のメタル粉で
塗布型 Hi8 テープはそれなりの高性能を示していたが，ハードとテープメーカーからは低
ノイズ，高出力化をめざして，このような飽くなき要求が示されていた． 
 しかし，経営的には何と言っても磁性酸化鉄が重要であり，資本は B 社に比べ弱小であ
った F 社には，不確実性が感じられるメタル粉に資金を出す余裕はなかった．歴史を振り
返ると，B 社はマンパワーを投入することで一気にトップレベルのメタル粉 2 を開発し，
同時に 1985 年という期限をめざして量産化設備の投資を行ったので，テープメーカーも安
心してサンプルワークとテープの量産化を進めることができたと推論される．B 社や D 社
の規模であれば，この程度のマンパワー投入と投資は失敗しても耐えられる程度の投資で
あったと考えられる．磁性酸化鉄工場の新設に 100 億円近い投資を行ったばかりの F 社に













500 円/kg の価格が必要であるとの情報を得た．この間，協同戦略関係を模索した． 
 
(e) ステージ 4 1988 年～1992 年 X 社との接触による情報により混迷を多少抜ける 
1992 年～1993 年（メタル磁性粉の開発について学会発表で幕を閉じる） 











そのような時に，F 社へ撤退した X 社の技術と製造設備譲渡の話が持ち込まれた．製造























1984 年にも粒子径を 0.1μm を要望された際に 4 か月間開発を中断し，技術的可能性を検討
した．しかし，この時も磁性酸化鉄の有力顧客から磁性酸化鉄のトップメーカーとして開







も B 社や A 社との価格競争の比較にしかならなかった可能性が高いと推測される． 

















































1978 1982 1986 1989 
経営状態 ○ ○ ○ ○ 
技術 △ △ × × 
資源 × × × × 
設備 △ △ △ △ 
 










1978 1982 1986 1989 
メタル粉の将来性 ○ ○ △ × 
メタル粉ロバスト性 △ △ △ △ 
メタル粉市場実現可能性 ○ △ ○ ○ 
メタル粉市場規模 ○ △ △ △ 




































































(a) 関東電化工業（A 社）事例の要点 





と判断した．1974 年にメタル磁性粉の開発を開始した．表 3 に A 社のメタル粉事業への経
緯を示す． 
 




1965 年 水島工場操業開始 
1965 年 塩素法微粒子酸化鉄の研究開始 
1973 年 電解ソーダ製法転換 
渋川工場の存続が経営課題 
1973 年 合金粉研究開始 
キャリア開発開始 
1974 年 酸化鉄事業を森下弁柄と統合 





















このように苦境にある中で，1978 年 6 月にスリーエム社が試作品オーディオメタルテー
プを発表した．A 社は量産化準備を済ませていたので，発表後すぐ 9 月に 0.5 t/M，10 月に
7 t/M の生産設備を増設できた．A 社はメタル磁性粉を量産化した最初の企業となった．
1979 年にはそれまで注文のなかったメタル磁性粉に注文が殺到した．不確実な見通しの中
でリスクをとったことが成果として実現できたわけである．コバルト・ガンマ酸化鉄は
1,500 円/kg であったとき，A 社はメタル磁性粉の価格を 3 万円/kg という高価格に設定し，
その価格でも販売できた．A 社は創業者利益を得ることができ，経営再建途上の収支改善に
大きく貢献した． 
1977 年度にフッ素系，鉄系のファイン製品の売り上げ合計が 4 億 3,000 万円であったも









り一般消費者向けのテープ市場は急激に縮小した．A 社は 2004 年にメタル磁性粉から撤退
した． 
 
(b) 同和鉱業（B 社）事例の要点 













[12]の「6.事業化」によれば，1983 年には 15 t/M の生産能力を実現した．磁性酸化鉄が空
気中で安定であるのに対し，金属粉は燃えやすいので，水素還元後から専用コンテナまで
を含む製造プロセスを窒素ガスでシールするラインを構築していた．1985 年に 8 ミリビデ
オを発売するというソニーの宣言にターゲットを合わせ，組織的，戦略的に計画を推進し
ていることが推察される．1982 年頃，テープ企業から材料各社は，粒子サイズとして 0.1 μm
というそれまで以上に微小な大きさを求められた． 
オーディオ用で先行した A 社は 8 ミリビデオ用メタル磁性粉に対して要求される 0.2 μm
以下という超微粒子の領域で，B 社に対し優位性を喪失した．当時の開発状況に関する筆者






















(c) 戸田工業（E 社）事例の要点 










る．例えば，特開 2010-098071（出願日 2008 年 10 月 15 日），特開 2012-36489（出願日







































その間，開発開始後 10 年を経て，1988 年頃メタル磁性粉から撤退を決めた総合化学大
手の X 社から製造プラントと技術の譲渡の意向が示されることがあった．仮に 1988 年の時
点で還元炉の設置という投資をした場合には，メタル磁性粉では後発となった F 社は製品
が販売できたとしても B 社や A 社との価格競争にしかならなかった可能性が高い．  
 
5.6.2 B 社と他社との比較 
B 社に対し他社はどのような経営であったのか，B 社との比較の視点で考える．B 社は A
社より後発であったにもかかわらず 8 ミリビデオ用以降のメタル磁性粉を制覇した．その B
社の技術論文によれば，文字通り要素ごとに調べつくすような実験を行い，開発したメタ
ル磁性粉の種類が 1995 年の時点までに 1 万種類以上になったことが記載されている[12]．
これに比較すると F 社の作製した試作サンプルの種類は圧倒的に少ない．F 社の実験にお
いては数人という人数に対し開発費用の不足を感じることはなかったが，数人のマンパワ
ーで 10 年の期間で 1 万種類以上の試作を行うことは不可能である． 






を 1985 年の 8 ミリビデオ発売までに完了する戦略を取ったと推論する．ただ，開発と事業
化を実現したとはいえ，8 ミリビデオテープの市場規模は VHS テープの水準には遠く及ば
なかった事実を考えると，戦略として単純に成功と評価できない側面もある．筆者の試算
では磁性粉市場を 8 ミリビデオテープ市場の 2%に見積もると，最盛期でも年間 20 億円程
度である．1 社でも小さい市場規模にとどまったと推定される． 

















また，総合化学のある企業 X 社は B 社と同規模のマンパワー投入と設備投資を行ってお






表 5.6-2 メタル粉事業に利用できる技術資源と成果 
 A 社 B 社 E 社 F 社 




















水素 副生 副生 購入 購入 
還元 金属粉 金属粉 開発 開発 
事業化 一番手 二番手 不明 なし 
出所：著者作成 
  
5.6.3 B 社との比較の視点で考えるメタル粉事例における変数 
B 社に対し，他社の変数はどうであったのか，戦略はどう違ったか，考察する．B 社の作
用変数としては，投入したマンパワー，資金量，要素技術の多様性などが注目される． 
A 社 B 社より開発と設備投資時期は早かった． 




F 社 F 社が投入したマンパワーと資金量が小さい．しかし，市場が期待より小さいまま
であったので，結果としては経営戦略的には間違いでなかった． 
 








B 社に対し他社はどのような経営であったのか，B 社との比較の視点で考える（表 5.6-3
および表 5.6-4）．B 社は A 社より後発であったにもかかわらず 8 ミリビデオ用以降のメタ
ル磁性粉を制覇した．その B 社の技術論文によれば，文字通り要素ごとに調べつくすよう
な実験を行い，開発したメタル磁性粉の種類が 1995 年の時点までに 1 万種類以上になった
ことを記している(久野 1995)．これに比較すると F 社の作製した試作サンプルの種類は圧
倒的に少ない． 
F 社の実験においては数人という人数に対し開発費用の不足を感じることはなかったが，
数人のマンパワーで 10 年の期間で 1 万種類以上の試作を行うことは不可能である．F 社が
蓄積した実験に基づく情報量はきわめて多い．投入したマンパワーと資金は A 社，E 社，F
社よりもかなり多額であったと推測できる．また，蓄積していた基盤的技術も多様である． 
















表 5.6-3 A 社と B 社の独立変数の水準の違い 









 1974 1978 1982 1986 1989 
経営状態 A 社 △ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
メタル磁性粉製造技術 A 社 △ ○ △ △ △ 
 B 社 × △ ○ ○ ○ 
       
鉄粉・金属粉製造技術 A 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
酸化物磁性粉製造技術 A 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 × × × × × 
       
メタル磁性粉評価技術 A 社 × △ △ △ △ 
 B 社 × △ ○ ○ ○ 
       
原料 A 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
設備 A 社 △ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 △ ○ ○ ○ ○ 
       
開発資金 A 社 △ △ △ △ △ 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
開発マンパワー A 社 △ × × × × 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
開発開始時期 A 社 ○ ○ － － － 
 B 社 × △ － － － 




表 5.6-4 F 社と B 社の独立変数の水準の違い 









 1974 1978 1982 1986 1989 
経営状態 F 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
メタル磁性粉製造技術 F 社 × × △ △ ○ 
 B 社 × × ○ ○ ○ 
       
鉄粉・金属粉製造技術 F 社 × × × × × 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
酸化物磁性粉製造技術 F 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
 B 社 × × × × × 
       
メタル磁性粉評価技術 F 社 × △ △ △ △ 
 B 社 × △ ○ ○ ○ 
       
原料 F 社 × × × × × 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
設備 F 社 × × × × × 
 B 社 △ ○ ○ ○ ○ 
       
開発資金 F 社 × × × × × 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
開発マンパワー F 社 × × × × × 
 B 社 ○ ○ ○ ○ ○ 
       
開発開始時期 F 社 × △ － － － 
 B 社 × △ － － － 






















  http://www.dowa-electronics.co.jp/function/metal_powder.html （2017/8/23 閲覧） 
関東電化工業社史編纂委員会；「関東電化工業六十年史」（2000） 
http://www.kantodenka.co.jp/03company/con05.htm (2017/1/27 閲覧)． 
チタン工業社史編纂委員会：「チタン工業 60 年史」，(1997)． 
戸田工業：「彩磁記」 
http://www.todakogyo.co.jp/company/saijiki/index.html  (2017/1/9 閲覧)．  
原田謙三（1981）「岡山製錬所の最近の操業について」『日本鉱業会誌』第 97 巻第 8 号 (1981) 















る E 社，負極材としてチタン酸リチウムを実用化した F 社，微多孔膜ではないセパレータ
を販売している G 社の事例を検討する． 
事例 2-1 戸田工業（E 社）の正極材 
 事例 2-2 チタン工業（F 社）の負極材 










































6.1.2 旭化成とソニーの電池開発の概要  












備を進めた．そして，発表前の 1988 年に月産 10 万個の生産設備が，福島県・郡山工場内
に準備された．1990 年 2 月に製品化を発表し，翌年から本格的な量産が行われた．この二














                                                   
38 Sony History，「第 3 話 高い安全性と高エネルギー、長寿命の実現」： 
https://www.sony.co.jp/SonyInfo/CorporateInfo/History/SonyHistory/2-13.html 
39 吉野講演から引用；「リチウムイオン二次電池の場合は，実験に立ち会われたソニーさんとのやり取り
でした．1986 年当時，VHS ／ベータ戦争に敗れたソニーさんは，ビデオのポータブル化，8 ミリビデオ
の商品化戦略に取り組んでおられました．その時に 2 つ残った大きな課題があり，1 つは CCD（画素数）
の高画素化，もう 1 点が二次電池だったのです．本体は小型軽量化しても，電池が重くてかさばった．従






表 6.1-1 リチウムイオン電池主要事項年表(筆者作成) 
西暦 リチウムイオン電池  
主役 ソニー，旭化成 ほかに材料メーカー 
1961 ソニー50 年代に二次電池研究を開始 
1962   
1963   
1964   
1965   
1966 ソニー空気亜鉛電池試作 1 号機 
1967   
1968   
1969   
1970   
1971   
1972   
1973   
1974   
1975 ソニーがユニオン・カーバイドとソニー・エバレディ設立 
1976   
1977   
1978   
1979   
1980   
1981 旭化成研究開始(吉野彰) 
1982   
1983 旭化成新型二次電池原型 
1984   
1985 旭化成新型二次電池基礎研究完成 
1986 ユニオン・カーバイドと提携解消し，ソニー・エナージー・テック設立 
1987   
1988   
1989   
1990  ソニー製品化を発表 
1991 ソニー量産・商品化．日産と EV 開発開始． 
1992 CCD-TR1 に搭載．旭化成と東芝が ATB 設立し電池事業参入． 
146 
 
1993   
1994   
1995 車載用モジュール完成，日産 AltraEV 発売 
1996   
1997   
1998 ソニーが日産との共同研究解消 
1999   
2000   
2001   
2002   
2003   
2004   
2005   
2006   
2007   
2008   
2009 リーフ発表 
2010 一般用 EV 発売 
2011   
2012   
2013   
2014   



























(c) 1984 年(吉野彰) 
ポリアセチレンの欠点として，安定性に欠けることと比重が小さくかさばるため小型化
ができないことが明確化した．その頃，旭化成社内の研究所から入手した気相成長法炭素
繊維 VGCF を負極に用いた． 
 




(e) 1986 年(西美緒) ソニー・エナージー・テック設立 





                                                   
40 『Sony History』から引用；「ソニー側が登録商標の「エバレディ」ブランドを放棄した上で，ユニオ
ン・カーバイド社の出資分を全額買い取って合弁を解消し，電池事業を続ける，ということで話はまとま












                 解消 
 
図 6.1-2 提携解消 
 






(g) 1991 年(西美緒) ソニーがリチウムイオン電池の工業的製造に成功 
ソニーの工業化に際しては，発明の苦労を上回る試行錯誤的な工程確立のための開発努





に最適な負極材の HC が量産可能となることにより，正極材 LiCoO2 と負極材 HC を組み合











                                                   
41 西美緒 2009 日経 NE Academy『Li イオン電池古今東西』第 1 回～第 6 回；  














































































図 6.1-4 車載用大型二次電池 
 
(i) 1992 年(西美緒) 初めてリチウムイオン電池を 8 ミリビデオカメラに搭載 
















(j) 1992 年（吉野彰）  
旭化成と東芝の合弁事業による ATB がリチウムイオン電池を商品化した．しかし，吉野


















 先に第 1 章で示したように，機能性材料は技術的階層構造の中にある． 
リチウムイオン電池の場合にも，8 ミリビデオシステムの場合と同様に正極材，負極材，電

























     正極材   負極材    電解液  セパレータ その他材料 
 

























                                                   





を進めていることから，今後ますます，競争 が激化することが予想される．  特に日本の自動車メーカ
ーは，蓄電池メーカーとジョイントベンチャー を組み，1 対 1 の関係で個社の仕様に最適化された蓄電池
を調達して いる．これに対して，欧米自動車メーカーは，車載用蓄電池を一部品 とみなし，電池メーカ













図 6.3-1 は 2003 年のハイブリッドカーの電池を構成する高度部材に係る日本企業のシェ
アを示すものである．ところが，14 年後の 2017 年においては，韓国と中国の猛烈な追い上
げを受け，材料面での日本の競争力とシェアが低下する傾向にある．表 6.3-1（Appnedix に
付録として示す）にリチウムイオン電池 4 大材料の市場動向（矢野経済研究所調査）を示
す．4 大材料のうち電池におけるコスト構成比が 50％を超え，最大規模の正極材市場は 2016
年の実績は 50 億 US であったが，ドル 2019 年には 100 億 US ドルを超える予測である． 
 富士経済の調査結果として，森元は「大型品では 2017 年の中国市場は世界市場の 70％を
占める見込みであること，日本の電池メーカーは中国メーカーに対する競争力強化や事業





                                                   


















図 6.3-1 2003 年のハイブリッドカーを構成する高度部材に占める日本企業シェア 











2）表 6.3-1 リチウムイオン電池 4 大材料の市場動向，出典；矢野経済研究所 プレリリー












6.4 E 社リチウムイオン電池用正極材 
6.4.1 リチウムイオン電池用正極材の開発経緯  









など 2013 年以降については筆者が追加した． 
 
・90 年代にリチウムイオン電池正極材料の研究に着手 
・2000 年から Co3O4 を出発原料とした LiCoO2 の事業を開始 
・2002 年に富士化学より LiNiCoAlO2 の事業を引き継ぐ 
・2007 年に HC．Starck より Ni(OH)2/LiNiCoMO2/CoOx 事業を継承 
・2008 年 Argonne National Lab.と Li-Rich NCM の License 契約を締結，3 成分系の事業化 
・2009 年に米国 Michigan 州 Battle Creak に工場建設を開始 
・2010 年伊藤忠と前駆体・正極材料構造の JV を設立 
・2013 年 3 月 4 日創業家戸田社長から伊藤忠出身の久保田新社長へ交代 
・2014 年 6 月 27 日久保田社長から戸田生え抜きの寳來茂新社長へ交代 
・2015 年 2 月伊藤忠が出資を引き揚げ，トダアメリカとトダカナダを完全子会社化                                                                                                                                                                                                                                                                                       
・2016 年 8 月 BASF とリチウムイオン電池用正極材事業の合弁化に向けた協議を開始 
 
  
                                                   





図 6.4-1 磁気テープ国内生産量の推移 




















































6.4.2 E 社の経営状況の推移 
 E 社の 1990 年から現在までの売上高(図 6.4-2)と経常損益(図 6.4-3)の推移を示す．データ










2004 年でも 247 億円の売り上げを維持していた．その後も，F 社ほどの売り上げの落ち込




図 6.4-3 に経常損益の推移を示す．経常損益を見ると 2005 年に大きく落ち込み，2006 年
はやや回復をみている．しかし，2009 年から損失が発生するようになった．2009 年は売上
高 390 億円に対し，営業損失 12 億円，経常損失が 28 億円となった．その後も売上は減少
傾向にあり，2013 年以降経常利益が出たのは 2015 年だけである．2016 年 3 月は売上 285
億円に対し，経常損失が 14 億円となっている状況である． 
(c) 業績推移 
 図 6.4-4 に純損益の推移を示す．上記 3 つの損益を合わせて，図 6.4-5 を示す．2004 年以
降は 2016 年までの 13 年間に 5 回純損益が発生する事態となっている．2004 年の純損失の
原因は，アメリカ子会社での不祥事と縮小する磁性酸化鉄設備を新たな事業である二次電
池正極材製造設備に転用した固定資産処分損であった46． 
2009 年は売上高の減少が前期比 11.4％となり，営業損失 12 億円，経常損失 28 億円とな
                                                   
45 例えば，2004 年 3 月，戸田工業株式会社有価証券報告書・業績の状況から抜粋；「アナ
ログ用磁性粉末材料は，ＤＶＤ等の普及に伴いＶＨＳ市場が前年同期比で約 25％減と大幅
に縮小し，主要顧客の事業撤退が相次ぎ，当社グループにおけるビデオテープ用材料の売
上も大幅に減少しました．以上の結果，売上高は 8,079,852 千円（前年同期比 23.8％減）
となりました．」 













19 億円，法人税等調整額が 13 億円あり，親会社株主に帰属する当期純損失は 68 億 65 百万
円となったことが記載されている． 
不祥事など不測の事態を除けば，特別損失は事業転換に必要な経費であったと判断でき













図 6.4-2 E 社の売上高推移 
 
 





































































































































































































































































































































1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015
E社業績推移
経常損益 （百万円） 純損益 （百万円） 売上高 （百万円）
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6.4.3 E 社の正極材事業とリスクに関する検討 













荷が大きかったため，2010 年に伊藤忠と協同で前駆体・正極材料構造の JV を設立する形態
を実現した．しかし，伊藤忠は 2015 年 2 月に出資を引き揚げることとなり，E 社は北米事




この出資の引き揚げは BASF との提携を念頭に置いた計画の一環と推論される．2016 年
に北米事業を BASF との合弁事業とする提携を開始しているので，この推論の妥当性が裏
付けられる．2017 年 3 月期において E 社の発行済株式総数に対する伊藤忠の所有株式数の
割合（％）は 20.6%であり，筆頭株主である．以前より E 社は BASF と日本事業で提携して
いた．世界市場を視野に入れ，さらに BASF との事業提携により，事業も強化を図るとい
う意図が伊藤忠により主導されたと推論する． 
2014 年 3 月期 (2013 年度) 決算 事業報告会資料（2014 年 5 月 27 日付）47を参照すると
この間の伊藤忠の経営戦略が理解される．この報告会で伊藤忠出身の久保田社長は，「新た
な経営」として創業家との決別を大きなポイントとしている．まず，平成 25 年度の総括と
して以下の 3 点により位置づけている． 
① オーナー家社長の退任は．市場で自然に受け入れられた． 
② 伊藤忠商事の資本参加は．戸田工業への信頼感をもたらした． 
③ 25 年度は業績回復の為の体質改善の最初の一年であった． 
                                                   
















2016 年 8 月，E 社は北米事業を国内ですでに協業している BASF との共同出資とするこ
とについて協議を開始した．最新の E 社の IR 情報50によると危機感を強く持っていること









                                                   







49  伊藤忠プレスリリース（2017.5.12） 
https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2017/170512.html （2017.11.26）．  










であったためにできたと考える．しかし，2013 年 3 月 4 日に創業家の戸田社長から伊藤忠
出身の久保田新社長へ交代している．戸田工業の発展とリスク低減のため，オーナー企業
経営からの脱皮を資本提携先の伊藤忠から迫られたものと推論される． 
伊藤忠は 2017 年現在もＥ社の株式の 20.6%の保有を継続し，筆頭株主として支配力は維
持している．磁性酸化鉄事業の全盛期と違って，F 社と同様に E 社も資金的に余裕がない状
況が続いている51．そのため，E 社は北米事業の提携先を探す必要に迫られた．リチウムイ












3）表 6.4-1 戸田工業株式会社有価証券報告書・業績の状況抜粋（筆者作成） 













                                                   
51  2014 年 3 月期 (2013 年度) 決算 事業報告会資料：戸田工業 100 年ステージ-1 への取







図 6.4-6 E 社電池材料事業化以降の電子素材セグメントの売上推移 
 
 図 6.4-6 は電池材料の事業化を実現した後の電子素材セグメントの売上額の推移である．
同セグメントの売上は 3 年ほどで売上が 150 億円を超え，全体の売上（図 6.4-2）の増加に
寄与したと言える．この意味では，リチウムイオン電池正極材への参入は正しい戦略であ


























6.5 F 社リチウムイオン電池用負極材事例 チタン酸リチウム （LTO） 
6.5.1 リチウムイオン電池負極材の開発経緯 
 F 社は E 社と同じく磁性酸化鉄のトップメーカーとして 1980 年代は好業績の経営を維持
した．しかし，1990 年代後半からデジタル化の波により磁性酸化鉄の売り上げが激減した
ため業績は低迷し，数次にわたる人員削減を行うに至った． 

















・1999 年 10 月に 1 件目の特許出願（特願平 11-156483） 
・2001 年 10 月に 4 件目の特許出願（特願 2001-333831）この後 2008 年まで出願なし 
・2003 年チタン酸リチウムに係る論文投稿 [Nakahara]  
・2005 年 5 月東芝がチタン酸リチウムを用いた特許出願（特開 2006-318797） 
・2007 年 9 月東芝提案による第 3 者割当増資，調達資金は 4.13 億円52 
                                                   
52 会社四季報 ONLINE2007 年 8 月 30 日引用；チタン工業（4098）は前場，21 円高の
248 円まで買い進まれて 3 日ぶりに急反発し，東証１部値上がり率ランキングの第 4 位で





月 20 日，発行価額は 209 円で，増資実施後の東芝の持ち株比率は 6.61％となり，稲畑産業
の 6.94％に次いで第 2 位の株主となる．調達資金 4 億 1300 万円のうち，約 2 億 7000 万円
は長期借入金の一部返済に充て，残りは運転資金に充当する．今 3 月期の業績への影響は
軽微としている．東芝は，積極的な M＆A を推進，この 1 社のウエスティングハウスは，
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・2008 年 12 月 F 社単独で 7 年ぶりに特許出願（特願 2008-318538 ）以後 3 件出願 






 Ｆ社は E 社と対照的に投資額が小さく，米国に工場を建設した E 社とは違って工場も宇
部市内に建設した．また，伊藤忠というような商社ではなく，チタン酸リチウムの顧客で
ある東芝を資本提携先に選ぶ戦略を選択した．先にも述べたように F 社元々酸化チタン，
汎用合成酸化鉄，磁性酸化鉄の 3 本柱体制を実現していた．一時は 50%を超える寄与をし
ていた磁性酸化鉄が急激に縮小した．それでも，酸化チタン事業により何とか企業を存続
することができていた．したがって，F 社はリスクに対して慎重であり，受容できるリスク















東芝は F 社チタン酸リチウム（LTO）を負極とし，微多孔膜ではない G 社セパレータを
用いたリチウムイオン電池を開発することができた．安全，高出入力，長寿命を特徴とす
る SCiB を車メーカーにアピールできることとなり，LTO は電圧が低い欠点があるにもかか
わらず 2012 年ころから人気が上昇した． 
 東芝の SciB の負極材として採用されている F 社の材料は LTO である．先に記述の通りこ
の材料開発に関連して，東芝は F 社の第三者割当増資を引き受けた．Ｆ社は資本の一部を






る負極材 LTO を容易に変更されないことを目的とした戦略である． 
現段階では，業績に寄与しているので，F 社がリチウムイオン電池用負極材としてチタン
酸リチウムを設定し，さらに東芝との資本提携を選択した戦略と決断は成功していると言
える．2.2 で紹介したように Davis（2009）は ’Resource Dependence Theory: Past and Future’ 
において，長い休眠期間にあった資源依存理論が再び注目されるべき状況にあることを指
























Li イオン電池材料編 中国新興材料メーカーの台頭で，消耗戦に突入 
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20140528/354687/  
Kiyoshi Nakahara, Preparation of particulate Li4Ti5O12 having excellent characteristics as an 
electrode active material for power storage cells, Journal of Power Sources, Volume 117, Issues 















   i-MiEV 
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2009 年 12 月 7 日，http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g91204bj.html 
  （2017.11.3 閲覧） 
経済産業省蓄電池戦略プロジェクトチーム（2014）「蓄電池戦略」． 




種市房子（2017）週刊エコノミスト 2017.2.14 号  
https://www.weekly-economist.com/2017/02/14/%E7%89%B9%E9%9B%86-%E9%9B%BB%
E6%B1%A0%E3%83%90%E3%83%96%E3%83%AB%E3%81%8C%E3%82%AD%E3%82%BF
%E3%83%BC-2017%E5%B9%B42%E6%9C%8814%E6%97%A5%E5%8F%B7/   
戸田工業 2017 年 3 月期有価証券報告書： 
http://v4.eir-parts.net/v4Contents/View.aspx?cat=yuho_pdf&sid=2538082  
特許庁（2009）「平成 21 年度特許出願技術動向調査報告書 リチウムイオン電池」要約版 
戸田工業の技術：http://www.todakogyo.co.jp/src/pdf/company/toda-company-profile.pdf．  
戸田工業の財務：http://www.todakogyo.co.jp/ir/highlights.html．  
西美緒（2009）「Li イオン電池古今東西」第 1 回－第 6 回，『日経エレクトロニクス』． 
NEDO（2013）「NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013」． 
森元美稀 日経テクノロジーオンライン 2017 年９月 25 日掲載 












2） 表 6.3-1 リチウムイオン電池 4 大材料の市場動向 
3） 表 6.4-1 戸田工業株式会社有価証券報告書・業績の状況から抜粋 







第７章 機能性材料事例 3：分類 2 その 3 
機能性酸化チタン 






















                                                   
53 『チタン工業 60 年史』から抜粋引用：序章Ⅰ，pp.5-9，「1908 年ノルウエー政府はイルメナイト鉱石
の用途開発に補助金を与え，研究を開始した．1914 年に硫酸処理法により二酸化チタニウムを分離するこ
とに成功した．1918 年にチタン社が創立され，チタン白顔料の製造が始まった．第一次世界大戦後の 1920





た．しかし，両者は競争よりも協調を選択した．1936 年 IG ファルベルの子会社で東洋地域の販売総代理
店であった独逸染料合名会社がチタン社，IG ファルベン社，チタン・ゲーゼルシャフト社，テール・ラー
ル社，タン・シュローズ社との一括的代理店契約を結んだ．」 










7.2 機能性材料としての酸化チタン開発の経緯 事例 3-1 光触媒酸化チタン 
 光触媒用機能性酸化チタンの成功の技術的ポイントは次の 2 つである．7.2 ではこの経緯
を記述する．  


























                                                   





















7.2.3 光触媒実用化には 30 年 
 表 7.2-1 に光触媒酸化チタンに関する開発経緯を示す．本多・藤島効果が発見されてから














                                                   
57 藤嶋（2006）：「光触媒の発見から現状，そして将来展望」で「真夏の太陽光で，酸化チタンの光励起に
有効な紫外線の光子密度はおよそ 6×10－3 mol m－2min－1 である．太陽光によって 1mol（18 mL）の
水から酸化チタンによる光分解で水素を発生させようとした場合，10 分間で反応に必要な光子数を得よう
とすれば，5.8 m×5.8 m 程度の受光面積が必要．」としている． 
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表 7.2-1 光触媒機能に関する開発経緯 
西暦 機能性酸化チタンに関連する出来事 
1961   
1962   
1963   
1964   
1965   
1966   
1967 「本多－藤嶋効果」発見 
1968   
1969   
1970 70 年代から 80 年代は光触媒による水分解の研究が行われた．  
1971   
1972   
1973   
1974   
1975   
1976   
1977   
1978   
1979   
1980 可視光応答型光触媒の研究が各社で実施される→ 80 年代 
1981 F 社も超微粒子酸化チタンの研究を幅広く展開していった． 
1982  
1983   
1984   
1985   
1986   
1987   
1988  
1989 防汚・抗菌効果に注目したセルフクリーニング技術開発→ 90 年代 
1990  
1991 TOTO（渡辺俊也）と東京大学・藤嶋研（橋本和仁）共同研究開始  
1992   
1993 TOTO 抗菌作用を持つ「光触媒タイル」の実用化に成功． 
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1994   
1995 橋本ら（TOTO・東大）が光触媒による｢光励起超親水化現象｣発見 
1996   
1997 TOTO 抗菌タイル発売，市場拡大始まり．橋本ら論文 Nature 掲載． 
1998 住友化学可視光応答性製品開発開始 
1999   
2000   
2001   
2002   
2003 住友化学可視光応答型酸化チタン開発とパイロット設備設置  
2004   
2005   
2006 光触媒工業会発足(2016 年 6 月現在 123 社) 
2007 
2012 年商品搭載めざし NEDO 可視光応答型光触媒プロジェクト． 
F 社は紫外線応答型の光触媒酸化チタン事業を住友化学に譲渡． 
2008 JIS 標準化完了 
2009 ISO 標準化活動．住友化学可視光応答型タングステン系光触媒 ILUMIO 
2010   
2011   
2012   
2013 理科大光触媒国際研究センター開設 
2014   
2015   
















ポイント 1：1992 年産学連携，東京大学藤嶋研究室での出会い（1991 年橋本と渡部） 
ポイント 2：1993 年光触媒タイル実用化 




ポイント 7：産官学の組織化と優れたマネジメント58   
産官学の練化粧品については，NEDO 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機
構研究評価委員会「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」事後評価報告書の総合
評価に脚注 6 のように記述されている． 
 
参考； 
TOTO 光触媒と TOTO のとりくみ｜TOTO の環境浄化技術 ハイドロテクト 
   http://www.toto.co.jp/products/hydro/about03.htm 
TOTO 光触媒工業会(PIAJ)と製品の性能表示について 
http://www.toto.co.jp/products/hydro/about04.htm 
TOTO における光触媒の開発と事業化 渡辺俊也，米山茂美 
http://watanabelab.main.jp/wp-content/uploads/1ba6b3f41dc470e28916e067fb5c61d5.pdf 
（2017.5.4 閲覧） 
光触媒工業会 http://www.piaj.gr.jp/roller/  
NEDO 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構研究評価委員会「循環社会構築
型光触媒産業創成プロジェクト」事後評価報告書，平成 25 年 3 月． 






渡部の資料「TOTO における光触媒の開発と事業化」(以下文献資料 W1 とする)によると，
TOTO は技術広報を積極的に行うという戦略を実施した59．さらに，1996 年 9 月には出願特












開した．渡部は資料 W1 の p.20 に TOTO の 2003 年頃の光触媒ビジネスを自社既存事業，新
規事業での自動車用品や家庭用品，ライセンス事業，そして合弁会社での塗料の販売・施
















表 7.3-1 酸化チタン専業 4 社の機能性材料製品の種別 















































7.3-A として示した．表 7.3-A は光触媒 AND 酸化チタンを検索語とした TOTO，住友化学お
よび酸化チタン各社の出願件数の推移である． 
補足；なお，同じく APPENDIX の 5）に示した表 7.3-B は紫外線 AND 酸化チタンを検索
語とした TOTO，化粧品各社および酸化チタン各社の出願件数の推移である．  
表 7.3-A を見るとまず TOTO の出願件数が 337 件と突出して多い．渡部俊也（APPENDIX
第 7 章 付録資料 2）に記載される出願戦略を裏付ける数値である．次いで，住友化学が







＜機能性材料酸化チタンに関する F 社の動き＞ 
ポイント 1：1980 年代初頭から超微粒子酸化チタンと光触媒機能の開発を行っていた 
ポイント 2：2000 年代紫外線遮蔽用超微粒子酸化チタンの販売が業績に寄与するまで成   
      長した 
ポイント 3：2007 年可視光感応型酸化チタンの住友化学への事業譲渡判断と提携 
ポイント 4：2007 年 9 月東芝提案による第 3 者割当増資，調達資金は 4.13 億円  
ポイント 5：2010 年 10 月リチウムイオン電池用負極材チタン酸リチウム工場完成 




の間 1990 年代中期から 10 年あまりの期間主力製品であった磁性酸化鉄市場が急激に縮小
したことで業績が悪化し，20 年近く赤字と無配の状態が続いた．しかし，この苦しい期間
においても，機能性材料の研究開発はあまり圧縮せずに開発活動を継続した． 
          
＜住友化学とチタン工業＞相互に技術と情報に係る資源依存関係を形成したケース 












か必要としない．仮に，製品販売価格の 0.01％とした場合，製品売上額が 100 億円/年の規
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打越ら（2014）によれば，日本化粧品工業連合会が 1991 年に SPF64測定法基準発行以来，
SPF を競う化粧品が多く発売されてきた．また，UVA 防止効果の高い紫外線防御化粧品へ





Appendix 付表 7-1-B は紫外線 AND 酸化チタンを検索語とした TOTO，化粧品各社および
酸化チタン各社の出願件数の推移である． 





                                                   






62 気象庁 http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/uvhp/3-40uv.html 
 UV-A (315-400 nm) 大気による吸収をあまり受けずに地表に到達します．生物に与える影響は UV-B
と比較すると小さいものです．太陽からの日射にしめる割合は数％程度です． 
 UV-B (280-315 nm) 成層圏オゾンにより大部分が吸収され，残りが地表に到達します．生物に大きな
影響を与えます．太陽からの日射にしめる割合は 0.1％程度です． 







64 Sun Protection Factor：主として UVB 防止効果を表すサンバーン防止効果の目安指数 






































分類 2 における変数の相違点を検討すると下記が着目事項である．  






















表 7.3-2 F 社における開発テーマの比較 









光触媒 酸化チタン あり 3 3 3 
紫外線遮蔽 酸化チタン あり 2 2 2 
チタン酸リ
チウム 
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8.2 市場と技術がある場合，A 社事例の考察 
第 3 章の図 3.1-3 に示した仮説モデルである変数-戦略-組織間関係の 3 つの相互関係によ









A 社状態１から状態 2 への経営戦略の立案・実行 





第 4 章で記述した通り，多くの日本の化学企業が塩化ビニル事業化に参入する中で A 社
も塩化ビニル開発の取組んだ．A 社に関し，環境の変数として塩化ビニル市場とその製造技
術はすでに存在し，市場は成長していた．この頃，A 社の変数として経営状態は悪かった．

































































図 8.1-1 塩化ビニル事業化戦略選択 
 
（2）塩化ビニルによる企業基盤確立 
A 社状態 3 から状態 4 への経営戦略の立案・選択・実行 

























































































そこで，A 社事例において市場に関する変数を F 社メタル磁性粉事例の変数の水準のよ
うに予測できない場合を仮定して，経営戦略と組織間関係との相互作用がどのように影響
を受け変わっていくのかをシミュレーションする． 











が高い 4 までの分類で表示した． 
 
ケース 1 市場は大きく成長すると確実に予測される場合 
まず，ケース 1 として主体組織の属性は A 社事例と同じとして，市場規模とその予測の
確率的状況をそれぞれ規模大および不確実性 1（大 1 と表し）と設定した．これは市場規模
の表示をやや具体化した実際の A 社事例の変数の水準である． 
 
ケース 2 市場規模は小さいと確実に予測される場合 
次に，ケース 2 では市場規模は小さいと確実に予測される場合である．ケース 1 の水準
から変数として市場規模のみを期待できない小の水準へ，確率的状況は変わらず 1 とした．
このケース 2 で経営者はどのように経営戦略を策定するであろうか． 






























































































組織の属性 1948        
経 営 状 態
（業績等） 
× × × × × × ○ ○ 
資本  × × × × × × ○ ○ 
技術  × × × × × × × × 
原料 △ △ △ △ △ × × × 







予測 2  
将来 
予測 31  
将来 








○ ○ ○ ○ ○ 3 3 3 
い つ 実 現
（時間） 
○ ○ ○ ○ ○ 3 3 3 
市 場 規 模
（量）予測 
○ 大１ 小１ 大 3 大 3 大 3 大 3 大 3 
市 場 寿 命
（時間） 
長 2 長 2 長 2 短 4 長 4 4 4 4 
製品ロバス
ト性 












ケース 4 およびケース 5（表 9.1-2） 
ケース 4 およびケース 5 は，市場が未だ存在せず，市場環境の変数として設定した変数
に関する予測の水準がメタル磁性粉と同様に不確実性が大きいとしたケースである．ケー
ス 4 では経営状況が A 社のように悪く，さらに技術，原料，設備も不足するケースを設定



































































































組織の属性 1948      
経 営 状 態
（業績等） 
× × ○ × ○ ○ 
資本  × × ○ × ○ ○ 
技術  × × × × × × 
原料 △ △ △ × × × 















○ ○ ○ 3 3 3 
い つ 実 現
（時間） 
○ ○ ○ 3 3 3 
市 場 規 模
（量）予測 
○ 大１ 大１ 大 3 大 3 大 3 
市 場 寿 命
（時間） 
長 2 長 2 長 2 4 4 4 
製品ロバス
ト性 







A 社状態 5 から状態 6 における経営戦略の選択 
状態 5（図 8.1-3）では A 社は，K 社と提携した後，塩素販売拡大により経営状態も改善
していった．反面 K 社依存のリスクを低減する必要を A 社は感じていた．経営基盤確立に
より余力ができたので，K 社に依存しない有機合成化学強化をめざした．  





































































A 社状態 7 から状態 9 における経営戦略の選択 



























































































































図 8.1-5 水島案を選択 
 
（7）水島進出後のめまぐるしい展開 
A 社状態 10 から状態 11 における経営戦略の選択 
図 8.1-6 の状態 10 では立ち上げ時のトラブルが多数発生し，業績が悪化した．資本も不足
する状態であった．有機合成に関する技術、原料、設備を何とか保有する状態となってい
た．次の戦略としては，業績が悪化していたので資本を M 社から獲得することを選択し、
































































図 8.1-6 水島進出後のトラブルによる業績悪化 
 
A 社状態 12 から状態 13 における経営戦略の選択 
状態 12（図 8.1-7）ではＡ社は M 社への資本依存と包括提携を選択したその後，電解ソ
ーダの製法転換が国策で進められた．これまでの経過でも観察されたように A 社は自律指
































































図 8.1-7 M 社包括提携後の電解ソーダ製法転換 
 
A 社状態 14 から状態 15 における経営戦略の選択 























































































































































図 8.1-9 メタル磁性粉技術開発戦略の策定と実行 
 
（2）還元委託 
F 社状態 3 から状態 4 への経営戦略の立案・実行（図 8.1-10） 
状態 3 で F 社は，F 社が還元用原料を提供し，H 社が還元する相互に資源依存関係を形
成した．資源依存関係を形成したことにより，F 社は 100kg レベルの試作が可能となり，






























































図 8.1-10 還元委託戦略 
 
（3）還元委託の見直し 






























































F 社 状態 7 から状態 8 への経営戦略の選択（図 8.1-12） 
一方，メタル磁性粉に関しては 1985 年にソニーが予告通り初めて CCD-V8 を発売した．



























































図 8.1-12 高性能製品開発継続 
 
（5）撤退 
F 社 状態 9 から状態 10 への経営戦略の選択（図 8.1-13） 
F 社はテープメーカーが望む 0.1μm という超微粒子メタル磁性粉の開発を継続した．投
資額は最小限であって，撤退を視野に入れた模様眺め策を維持した．そのような模様眺め


























































































































た H 社との提携は十分妥当な選択であったと言える． 
 
 一方，塩化ビニル事例で取り上げた A 社のメタル磁性粉事例では，オーディオ用メタル
磁性粉の最初の商業プラントを建設し，製造と販売に成功したことを第 5 章第 2 節で記述



































び F 社とはリスクへの対応が変わっても合理性はある． 
 
 F 社は還元炉に対するリスク低減のため H 社との提携を行った．しかし，サンプルワー
クを実施できたことによって，F 社が危惧した適正な設計が準備できるかというリスクが問
題点として顕在化した．Ｆ社は H 社との提携を解消することを選択した．この意思決定は
H 社の還元設備に 2 つ問題があることが分かったことによる．一つはテープメーカーが求
める 100t/M という供給能力に対する製造能力の不足である．また，他の一点は製造能力に





















































































































































































しかしながら，5.6.3 で記述した B 社のメタル磁性粉のように技術的蓄積が十分と言える
ほど蓄積できれば，富士フイルムなどのテープメーカーとシステムを主導するソニーに信
頼感を与えることが可能となる．ソニーの 8 ミリビデオ販売宣言のスケジュール通り 1985
年に販売する際にはその数年前には 8 ミリビデオに用いられるメタル磁性粉を用いたテー
プによる総合的なシステムとしての機能が確立されていなければならない．その試作段階
の 8 ミリビデオテープには少なくとも 2 社のメタル磁性粉が最終的に選定されている．当
























































クがある．機能性材料への進出は分類 2 に相当する．表 9-1 に，分類 1 の事業への進出と
























































































































































図 9-1 技術と市場がない場合の機能性材料事業経営の戦略立案・評価・選択プロセス 
 




































































































第 4 章 関東電化工業における塩化ビニル事例 
1） 図 A-1 関東電化工業の主要製品の事業化年表 
図 A-2 関東電化工業の主要製品の事業化年表における各状態の位置 
 
第 6 章 リチウムイオン電池用機能性材料事例 
2） 表 6.3-1 リチウムイオン電池 4 大材料の市場動向 
3） 表 6.4-1 戸田工業株式会社有価証券報告書・業績の状況から抜粋 
4） 表 6.4-2 戸田工業株式会社の事業再構築と業績の推移 
 
第 7 章 機能性酸化チタン事例 

























3） 表 6.4-1 戸田工業株式会社有価証券報告書・業績の状況から抜粋 
  2004 年 3 月期－2016 年 3 月期 
暦年 業績報告箇所 セグメント別報告箇所 



































































































































































































































































































































































































高は，前期比 58.7％増の 19,456 百万円，
























































19,438 百万円，営業損失 162 百万円（前
期は営業利益288百万円）となりました． 






















前期比 4.0%減の 12,114 百万円，営業利


























































比 15.9%増の 14,035 百万円，セグメン

































































































利益 2,530 百万円）となりました． 




















































失 654 百万円）となりました． 




































































の 17,086 百万円，セグメント利益 
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